
第１回都区財政調整協議会幹事会 次第
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（６） その他

５ 配付資料
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平成３０年度都区財政調整東京都提案事項の概要（都）

平成２９年１２月５日

第 1 回都区財政調整協議会幹事会

首都東京は日本の成長のエンジンであり、世界の中でも輝き続ける持続可能

な都市をつくり上げていく必要がある。

しかし、都と特別区を取り巻く環境を見ると、地方分権の観点からは容認す

ることのできない法人住民税の国税化が行われることに加え、国は、平成３０

年度税制改正においても、地方消費税の帰属を決定する清算基準について、消

費活動を客観的に示す「統計」の比率を下げ、「人口」の比率を引き上げるな

ど、制度本来の趣旨から逸脱するような検討を進めている。

こうした動きの背景に、東京一人勝ちという国や他の自治体から厳しい目が

あることを都区双方は改めて強く意識する必要があり、都区制度の根幹をなす

都区財政調整制度をこれまで以上に適切に運営していくため、既算定内容も含

めてより厳しく見直し、一層の合理化を図るなど、都区で自律的に算定を見直

していかなければならない。

以上の基本的認識を踏まえ、東京都は下記のとおり提案を行う。

記

東京都は、平成３０年度都区財政調整協議において、各費目の算定内容の見

直しについて１３項目の提案を行う。





平成３０年度都区財政調整東京都提案事項（都）

算定内容の見直し

【議会総務費】

項 目 提 案 の 内 容

議会運営費の見直し（態容補正）議員定数について、算定方法を見直す。

【民生費】

項 目 提 案 の 内 容

老人福祉推進事業費の見直し
老人福祉推進事業に係る経費の一部について、算定を廃止

する。

【衛生費】

項 目 提 案 の 内 容

成人保健対策費（健康手帳の交付）

の廃止
健康手帳の交付に係る経費について、算定を廃止する。

成人保健対策費（機能訓練）の廃

止
機能訓練に係る経費について、算定を廃止する。

【経済労働費】

項 目 提 案 の 内 容

勤労福祉会館管理運営費の廃止

（態容補正）
勤労福祉会館管理運営費の態容補正を廃止する。

【土木費】

項 目 提 案 の 内 容

土木自動車整備費の廃止 自動車リース料について、算定を廃止する。

公有水面埋立事業及び下水処理

場覆がい事業の廃止（態容補正）

公有水面埋立事業及び下水処理場覆がい事業の算定項目を

廃止する。

地区計画促進事業における算定

率の見直し（態容補正）
地区計画促進事業における算定率を見直す。



【土木費】（続き）

項 目 提 案 の 内 容

公園費の見直し 新設公園における事業量を見直す。

道路改良工事費及び公園維持管

理費の見直し

都市計画交付金において更新・改修が重複する道路面積及

び公園面積について、算定方法を見直す。

【教育費】

項 目 提 案 の 内 容

科学教育センター運営費の廃止
科学教育センター運営に係る経費について、算定を廃止す

る。

学級・講座運営費の見直し 学級・講座運営費の報償費について、算定内容を見直す。

義務教育施設新増築経費の見直

し（態容補正）
新設校及び統廃合校について、算定面積を見直す。



平成３０年度都区財政調整東京都提案事項説明資料（都）

１ 議会総務費

項 目 説 明

【議会総務費／経常】

議会運営費の見直し

（態容補正Ⅲ及び議員定数）

（百万円）

１ 概 要

各区の算定上の議員定数と議員定数条例上の定数との乖離の解

消を図るため、態容補正Ⅲを、現行の５つの人口区分ごとに各区

の議員定数を設定し議会運営費を加減算する方法から、各区の議

員定数条例上の定数により議会運営費を加減算する方法に見直

す。

あわせて、標準区議員定数を見直す。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 ５７９，１６３千円（固定費）

改定後 ５２４，８２４千円（固定費）

＜態容補正加算額＞

改定前 △４２５，８４４千円

改定後 ６７０，７１４千円

改定後 １２，７４２

改定前 １２，８９５

増△減 △１５３

２ 民生費

項 目 説 明

【老人福祉費／経常】

老人福祉推進事業費の見直し

（百万円）

１ 概 要

老人福祉推進事業費において「その他」として計上されている

各事業について、標準区経費がほぼ据置きになっていることと、

実施区が少数であることから、算定を廃止する。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 １０，０６１千円

改定後 ０千円

改定後 ０

改定前 ３１４

増△減 △３１４



３ 衛生費

項 目 説 明

【衛生費／経常】

成人保健対策費（健康手帳の交

付）の廃止

（百万円）

１ 概 要

本事業は、特定健診等の記録やその他老後における健康の保持

のために必要な事項を記載し、もって自らの健康管理と適切な医

療の確保に資することを目的として交付される健康手帳事業に要

する経費として算定されている。

平成 29 年 3 月 31 日付で事業実施の根拠である厚労省通知「健

康増進事業実施要領」が改正され、従前は市町村が交付するとし

ていたものが、厚生労働省ホームページからのダウンロードが原

則とされたこと、また、実施区が少数であるなど現在の事業の実

態が標準算定に馴染まない状況であるため、算定を廃止する。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 事業費 ２１８千円

特定財源 １４５千円

差引一財 ７３千円（比例費）

改定後 事業費 ０千円

特定財源 ０千円

差引一財 ０千円（比例費）

改定後 ０

改定前 ２

増△減 △２

【衛生費／経常】

成人保健対策費（機能訓練）

の廃止

（百万円）

１ 概 要

当該経費は、疾病等により心身の機能が低下している４０歳以

上６５歳未満の者に対して通所訓練を行う事業の経費として算定

されている。

平成 29 年 3 月 31 日付で事業実施の根拠である厚労省通知「健

康増進事業実施要領」が改正され、本事業に係る記載が削除され

たため、算定を廃止する。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 事業費 ４，１７９千円

特定財源 １，２５１千円

差引一財 ２，９２８千円（比例費）

改定後 事業費 ０千円

特定財源 ０千円

差引一財 ０千円（比例費）

改定後 ０

改定前 ７９

増△減 △７９



４ 経済労働費

項 目 説 明

【産業経済費／経常】

勤労福祉会館管理運営費の

廃止（態容補正）

（百万円）

１ 概 要

昭和 50年以降に都から移管された勤労福祉会館は、施設が担う

機能面や運営状況等の変化が顕著であり、商工振興センターとの

目的及び機能における重複が生じている。

こうしたことから、勤労福祉会館管理運営費の態容補正を廃止

する。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 勤労福祉会館（一施設） ５０，３８４千円

施設数 １２施設

６０４，６０８千円

改正後 ０千円

改定後 ０

改定前 ６０５

増△減 △６０５



５ 土木費

項 目 説 明

【道路橋りょう費／経常】

土木自動車整備費の廃止

（百万円）

１ 概 要

土木自動車について賃借等実績が少ないことから、特別区の実

態を踏まえ、算定を廃止する。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 ３，２４９千円（比例費）

改定後 ０千円

改定後 ０

改定前 ９９

増△減 △９９

【都市整備費／投資】

公有水面埋立事業及び下水処理

場覆がい事業の廃止（態容補正）

（百万円）

１ 概 要

現在、２３項目を算定対象項目としているまちづくりに要する

経費のうち公有水面埋立事業及び下水処理場覆がい事業について

は、１５年近く算定実績が無く、また、調査の結果、各区に今後

の事業予定が無いことから、算定項目を廃止する。

２ 算定内容

＜態容補正＞

改定前 （事業費－特定財源）×１／２

改定後 算定廃止

改定後 ―

改定前 ―

増△減 ―

【都市整備費／投資】

地区計画促進事業における算定

率の見直し（態容補正）

（百万円）

１ 概 要

現行、地区計画促進事業については、平成１５年度に都の補助

制度が廃止されているにも関わらず、前年度実績額の全額を算定

している。

そこで、財調算定の均衡を図るため、実績額の２分の１の算定

に改める。

２ 算定内容

＜態容補正＞

改定前 前年度実績額×２／２

改定後 前年度実績額×１／２

影響額としては、直近の平成２９年度当初算定額を元に算出し
ている。

改定後 １，３７６

改定前 ２，７５２

増△減 △１，３７６



５ 土木費の続き

項 目 説 明

【公園費／投資】

公園費の見直し

（百万円）

１ 概 要

新設公園の取得等面積について、実態調査結果に基づき各区の

状況を踏まえた上、事業量を現行の１，５００㎡から４００㎡に

改める。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 １，５００㎡

事業費

工事費 ２７，７５０千円（比例費）

用地費 ６１５，０００千円（比例費）

元利償還金 ４５１，０８４千円（比例費）

特定財源

工事費 ６９４千円（比例費）

用地費 １６，４００千円（比例費）

特別区債 ４４８，９５０千円（比例費）

６２７，７９０千円（合 計）

改定後 ４００㎡

事業費

工事費 ７，４００千円（比例費）

用地費 １６４，０００千円（比例費）

元利償還金 １２０，２８９千円（比例費）

特定財源

工事費 １８５千円（比例費）

用地費 ４，３７３千円（比例費）

特別区債 １１９，７２０千円（比例費）

１６７，４１１千円（合 計）

改定後 ４，５１９

改定前 １６，９４５

増△減 △１２，４２６

【公園費／経常】

【道路橋りょう費／投資】

道路改良工事費及び公園維持管

理費の見直し

（百万円）

１ 概 要

事業認可を受けて都市計画事業として更新・改修を行う場合に

ついて、平成２９年度から新たに申請を行う事業は、都市計画交

付金の対象にするという扱いになった。

そこで、都市計画事業として更新・改修を行った場合について

は、都市計画交付金と特別区財政調整交付金（普通交付金）の土

木費において、重複算定の状況が生じてしまうため、当該部分の

解消を図るため、算定の簡素合理化の観点から都市計画交付金交

付対象の道路面積及び公園面積を測定単位から減じる。

改定後 １５，１５９

改定前 １５，２１２

増△減 △５３



６ 教育費

項 目 説 明

【その他教育費／経常】

科学教育センター運営費の廃

止

（百万円）

１ 概 要

科学教育センター運営費の算定を各区の実態を踏まえて廃止す

る。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 １，４９１千円（固定費）

改定後 ０千円

改定後 ０

改定前 ３４

増△減 △３４

【その他教育費／経常】

学級・講座運営費の見直し

（百万円）

改定後 ３１１

改定前 ３４０

増△減 △２９

１ 概 要

学級・講座運営費の報償費について、実態を踏まえて単価・学

級数・講座回数の算定を見直す。

２ 算定内容

＜標準区経費＞

改定前 １２，６１１千円（比例費）

改定後 １１，５０８千円

【小学校費・中学校費／投資】

義務教育施設新増築経費の

見直し（小学校費/態容補正Ⅱ

・Ⅳ、中学校費/態容補正Ⅱ

（百万円）

１ 概 要

義務教育施設の新築、増築に要する経費を「知事が定める額」と

して加算しているが、算定面積及び特定財源について、国庫補助基

準及び標準区経費との整合性を踏まえ、以下のとおり算定を見直

す。

① 新築の場合

算定の対象となる面積を以下のとおりとする。

【校舎】

・建設費 国庫資格面積（現行：実施面積）

・特定財源 国庫資格面積（現行どおり）

② 統合による改築の場合

算定の対象となる面積を、統合校の国庫資格面積から統合前

の校舎の保有面積を差し引いた面積に変更する。

２ 算定内容

※態容補正については、実績に応じて当初算定時に加算するため、

影響額はゼロとしている。

改定後 ―

改定前 ―

増△減 ―



平成 29 年 12 月 5 日

平成30年度都区財政調整区側提案事項

特別区は、人口減少社会を間近に控え、少子高齢化対策が喫緊の課題となっ

ている中、いつ起こるとも知れない首都直下地震への備えや、今後一斉に老朽

化が見込まれるインフラへの対策など、大都市特有の膨大な行政需要を抱えて

いる。さらに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた開催

都市として万全な体制づくりなど、取り組むべき喫緊の課題が山積している。

一方、日本経済においては、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の

効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されるものの、海外経済の不

確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があるとされている。

そのような中で国は、都区の調整税である市町村民税法人分の一部を国税化

したことに加え、ふるさと納税制度や地方消費税の都道府県間における清算基

準の見直しなど、都市部の税収を吸い上げて地方に配分するような動きを加速

させており、特別区財政は非常に厳しい状況にさらされている。

こうした状況を踏まえ、特別区では区間の相互理解・協力のもと主体的に協

議を行い、現下の社会経済状況の中で特別区が果たすべき役割に的確に対応で

きるよう、都区財政調整区側提案事項を吟味し取りまとめた。

都においては、特別区の自主的、計画的な行財政運営を確保する観点から、

特別区の調整結果を尊重し、区側提案に沿った整理が行われるよう協議に応じ

られたい。

１ 都区間の財源配分に関する事項について

大規模な税制改正や、特別区における児童相談所の設置など都区の役割

分担の変更等が行われる場合には、その影響額を見極めたうえで、特別区

に必要な需要額が担保されるよう配分割合の見直しを行うこと。

２ 特別区相互間の財政調整について

保育所等の利用者負担や清掃費の見直しなど特別区の実態を踏まえ、主

体的に調整を図った区側提案を基本に、当該年度のあるべき需要が適切に

算定されるよう整理すること。

３ 都区財政調整協議上の諸課題について

特別交付金、減収補填対策、都市計画交付金について、課題の解決に向

けて、早急な見直しを行うこと。





事 項 名 区分 内 容 説 明

自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム運用経費負担金

新規
自治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費負担金に
ついて、新規算定

広報広聴費（区民意識意向調
査）

新規 区民意識意向調査に係る経費について、新規算定

被災者生活再建支援システム
運用経費

新規
被災者生活再建支援システムの運用に係る経費について、
新規算定

防災対策（災害医療体制検討
会議）

新規 災害医療体制検討会議に係る経費について、新規算定

防災井戸関係経費 新規 防災井戸に係る経費について、新規算定

安全安心まちづくり推進事業
費（自動通話録音機貸与事
業）

新規 自動通話録音機貸与事業に係る経費について、新規算定

地方公共団体情報セキュリ
ティ強化対策事業経費

新規
地方公共団体情報セキュリティ強化対策事業に係る経費に
ついて、新規算定

都区市町村電子自治体共同運
営システム経費

充実
都区市町村電子自治体共同運営システムに係る経費につ
いて、実施実態に基づき算定充実

法務管理費（報酬） 充実
顧問弁護士への報酬について、実施実態に基づき算定充
実

防災市民組織育成費 充実
防災市民組織育成に係る経費について、実施実態に基づ
き算定充実

帰宅困難者対策用食料等の備
蓄（一時滞在施設用）

充実
一時滞在施設の帰宅困難者対策用食料等の備蓄に係る経
費について、実施実態に基づき算定充実

庁舎維持管理費（交換便等） 充実
交換便等に係る経費について、実施実態に基づき算定充
実

地域コミュニティ活動支援費 充実
地域コミュニティ活動支援に係る経費について、実施実態
に基づき算定充実

新地方公会計制度運用経費 充実
新地方公会計制度の運用に係る経費について、実施実態
に基づき算定充実

公金取扱手数料 充実 公金取扱手数料について、実施実態に基づき算定充実

監査委員費 充実 監査委員費について、実施実態に基づき算定充実

自治体総合賠償責任保険費 改善
自治体総合賠償責任保険費について、実施実態に基づき
算定改善

平成３０年度都区財政調整区側提案事項関係資料

（基準財政需要額の調整項目）

【議会総務費 ２０項目】
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事 項 名 区分 内 容 説 明

全国市長会負担金 縮減
全国市長会負担金について、実施実態に基づいた見直し
による縮減

全国市議会議長会負担金 縮減
全国市議会議長会負担金について、実施実態に基づいた
見直しによる縮減

職員被服貸与費 縮減
職員被服貸与に係る経費について、実施実態に基づいた
見直しによる縮減

事 項 名 区分 内 容 説 明

社会福祉法人認可等事務費 新規 社会福祉法人認可等事務に係る経費について、新規算定

敬老事業費 新規 敬老事業に係る経費について、新規算定

介護人材確保・定着支援事業
費

新規
介護人材確保・定着支援事業に係る経費について、新規
算定

小児慢性特定疾病児童日常生
活用具給付事業費

新規
小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業に係る経
費について、新規算定

定期利用保育補助事業費 新規 定期利用保育補助事業に係る経費について、新規算定

認可外保育施設等保護者負担
軽減事業費

新規
認可外保育施設等保護者負担軽減事業に係る経費につい
て、新規算定

保育従事職員宿舎借り上げ支
援事業費

新規
保育従事職員宿舎借り上げ支援事業に係る経費につい
て、新規算定

【態容補正】区立保育所管理
運営費・私立保育所施設型給
付費等（年度途中開所保育所
運営費）

新規
年度途中に開所・定員拡大した場合の初年度の運営経費
について、態容補正により新規算定

国民健康保険事業助成費
（データヘルス計画等）

新規 データヘルス計画等に係る経費について、新規算定

宿泊所等管理運営費 充実
宿泊所等施設の管理運営に係る経費について、実施実態
に基づき算定充実

心身障害者緊急一時保護事業
費

充実
心身障害者緊急一時保護事業に係る経費について、実施
実態に基づき算定充実

地域生活支援事業費 充実
地域生活支援事業に係る経費について、実施実態に基づ
き算定充実

介護保険サービス利用者負担
軽減補助事業費

充実
介護保険サービス利用者負担軽減補助事業に係る経費に
ついて、実施実態に基づき算定充実

【議会総務費 つづき】

【民生費 １８項目】
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事 項 名 区分 内 容 説 明

区立保育所管理運営費（公設
民営委託料）

充実
公設民営保育所に対する委託経費について、実施実態に
基づき算定充実

私立保育所施設型給付費等 充実
私立保育所施設型給付費等について、実施実態に基づき
算定充実

【態容補正】私立認定こども
園施設型給付費

充実
私立認定こども園施設型給付費について、実施実態に基
づき算定充実

利用者負担（保育所等） 充実
保育所等に係る利用者負担について、実施実態に基づき
算定充実

支払代行業務委託費（社会福
祉費・老人福祉費・生活保護
費・児童福祉費）

改善
支払代行業務委託費について、実施実態に基づき算定改
善

事 項 名 区分 内 容 説 明

健康増進計画・食育推進計画
策定経費

新規
健康増進計画・食育推進計画策定に係る経費について、
新規算定

公害保健対策費（自動車騒
音・振動・交通量調査経費）

新規
自動車騒音・振動・交通量調査に係る経費について、新規
算定

鳥獣被害対策事業費（アライ
グマ・ハクビシン対策）

新規 アライグマ・ハクビシン対策に係る経費について、新規算定

健康相談事業費 充実
健康相談事業に係る経費について、実施実態に基づき算
定充実

予防接種費（事務経費） 充実
予防接種費（事務経費）について、実施実態に基づき算定
充実

予防接種費（接種率等） 充実
予防接種費（接種率等）について、実施実態に基づき算定
充実

自殺防止対策事業費 改善
自殺防止対策事業に係る経費について、実施実態に基づ
き算定改善

性感染症対策費 改善
性感染症対策に係る経費について、実施実態に基づき算
定改善

環境衛生費（水質検査） 改善
水質検査に係る経費について、実施実態に基づき算定改
善

精神保健対策費 改善
精神保健対策に係る経費について、実施実態に基づき算
定改善

【民生費 つづき】

【衛生費 １０項目】

3



事 項 名 区分 内 容 説 明

清掃費の見直し 改善

標準区ごみ量の見直し
収集運搬モデルの改定
清掃事業に係る経費全般について、実施実態に基づき

算定改善

事 項 名 区分 内 容 説 明

公衆浴場助成事業費 充実
公衆浴場助成事業に係る経費について、実施実態に基づ
き算定充実

商工振興費（工業振興費助
成）

充実
工業振興費助成に係る経費について、実施実態に基づき
算定充実

事 項 名 区分 内 容 説 明

都市整備総務費（緑地の保全
及び緑化の推進に関する基本
計画策定経費）

新規
緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画策定に係る
経費について、新規算定

道路占用料 改善 道路占用料について、実施実態に基づき算定改善

公園使用料・占用料 改善
公園使用料・占用料について、実施実態に基づき算定改
善

特別区債（道路改良）の見直
し

改善
特別区債（道路改良）について、実施実態に基づき算定改
善

【態容補正】
道路・橋りょうの新設及び拡
幅等の特別区債、公債元利償
還金の見直し

改善
道路・橋りょうの新設及び拡幅等の特別区債、公債元利償
還金について、実施実態に基づき算定改善

事 項 名 区分 内 容 説 明

【小・中学校費】学校運営費
（ＩＣＴ支援委託）

新規 ＩＣＴ支援委託に係る経費について、新規算定

【小・中学校費】学校運営協
議会等経費

新規 学校運営協議会等に係る経費について、新規算定

いじめ問題対策委員会等経費 新規 いじめ問題対策委員会等に係る経費について、新規算定

ＰＴＡ活動推進費 新規 ＰＴＡ活動推進に係る経費について、新規算定

【清掃費 １項目】

【経済労働費 ２項目】

【土木費 ５項目】

【教育費 ８項目】
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事 項 名 区分 内 容 説 明

私立幼稚園協会補助事業費 新規 私立幼稚園協会補助事業に係る経費について、新規算定

私立幼稚園等保護者負担軽減
事業費

新規
私立幼稚園等保護者負担軽減事業に係る経費について、
新規算定

音楽鑑賞教室 充実
音楽鑑賞教室に係る経費について、実施実態に基づき算
定充実

私立幼稚園施設型給付費 充実
私立幼稚園施設型給付費について、実施実態に基づき算
定充実

事 項 名 区分 内 容 説 明

【投資】投資的経費に係る工
事単価の見直し（建築工事）

改善
建築工事単価について、各区の予算単価の上昇率を踏ま
えた単価となるよう見直す

【経常・投資】投資的経費に
係る工事単価の見直し（土木
工事）

改善
土木工事単価について、国土交通省・公共工事設計労務
単価の上昇率を踏まえた単価となるよう見直す

特別交付金 －
透明性・公平性を高めるとともに、可能な限り普通交付金に
よる対応を図るため、特別交付金の割合を２％を基本に見
直す

減収補填対策 －
年度途中の調整税の減収について、一般の市町村が採りう
る減収対策に見合う対応策が講じられるようにする

都市計画交付金 －
都区の都市計画事業の実施状況に見合った配分となるよ
う、抜本的に見直す

児童相談所関連経費 －
基準財政需要額に算定した上で、移管される事務の規模に
応じて配分割合を変更するとともに、当面発生する準備経
費については特別交付金で全額算定する

【その他 ６項目】

【教育費 つづき】
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項 目 課 題 の 内 容

子ども医療費助成事業費
所得制限や公費負担割合について特別区の実態と乖離が
ある。

投資的経費に係る工事単価の
物騰率算出方法の見直し（建
築・土木工事）

現行の物騰率が特別区の実態に即したものになっておら
ず、短期的な工事費の高騰を反映できていない。

項 目 課 題 の 内 容

国民健康保険事業助成費（国
保制度改革）

特別区がこれまで実施してきた統一保険料方式の継続の
可否を含め検討中である。

行政系人事制度の見直し
行政系人事制度の見直しに伴い、見直し後の各区の各職
層別職員数等が不明である。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項関係資料

（継続検討課題）

(1) 現下の社会経済状況を勘案し、今後の状況の変化に応じ、提案を行う項目

(2) 現時点において、特別区で検討中の事業であり、各区の実態を把握することが
困難であるため、今後の状況の変化に応じ、提案を行う項目
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【議会総務費】・・・２０項目

№ 事 項 名 № 事 項 名

1
自治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費負
担金

11
帰宅困難者対策用食料等の備蓄（一時滞在施設
用）

2 広報広聴費（区民意識意向調査） 12 庁舎維持管理費（交換便等）

3 被災者生活再建支援システム運用経費 13 地域コミュニティ活動支援費

4 防災対策（災害医療体制検討会議） 14 新地方公会計制度運用経費

5 防災井戸関係経費 15 公金取扱手数料

6
安全安心まちづくり推進事業費（自動通話録音機貸
与事業）

16 監査委員費

7 地方公共団体情報セキュリティ強化対策事業経費 17 自治体総合賠償責任保険費

8 都区市町村電子自治体共同運営システム経費 18 全国市長会負担金

9 法務管理費（報酬） 19 全国市議会議長会負担金

10 防災市民組織育成費 20 職員被服貸与費

【民 生 費】・・・１８項目

№ 事 項 名 № 事 項 名

21 社会福祉法人認可等事務費 30 宿泊所等管理運営費

22 敬老事業費 31 心身障害者緊急一時保護事業費

23 介護人材確保・定着支援事業費 32 地域生活支援事業費

24 小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業費 33 介護保険サービス利用者負担軽減補助事業費

25 定期利用保育補助事業費 34 区立保育所管理運営費（公設民営委託料）

26 認可外保育施設等保護者負担軽減事業費 35 私立保育所施設型給付費等

27 保育従事職員宿舎借り上げ支援事業費 36 【態容補正】私立認定こども園施設型給付費

28
【態容補正】区立保育所管理運営費・私立保育所施
設型給付費等（年度途中開所保育所運営費）

37 利用者負担（保育所等）

29 国民健康保険事業助成費（データヘルス計画等） 38
支払代行業務委託費（社会福祉費・老人福祉費・
生活保護費・児童福祉費）

【衛 生 費】・・・１０項目

№ 事 項 名 № 事 項 名

39 健康増進計画・食育推進計画策定経費 44 予防接種費（接種率等）

40
公害保健対策費（自動車騒音・振動・交通量調査経
費）

45 自殺防止対策事業費

41 鳥獣被害対策事業費（アライグマ・ハクビシン対策） 46 性感染症対策費

42 健康相談事業費 47 環境衛生費（水質検査）

43 予防接種費（事務経費） 48 精神保健対策費

【清 掃 費】・・・１項目

№ 事 項 名 № 事 項 名

49 清掃費の見直し

【経済労働費】・・・２項目

№ 事 項 名 № 事 項 名

50 公衆浴場助成事業費 51 商工振興費（工業振興費助成）

平成30年度 都区財政調整区側提案事項説明メモ一覧



【土 木 費】・・・５項目

№ 事 項 名 № 事 項 名

52
都市整備総務費（緑地の保全及び緑化の推進に関
する基本計画策定経費）

55 特別区債（道路改良）の見直し

53 道路占用料 56
【態容補正】道路・橋りょうの新設及び拡幅等の特
別区債、公債元利償還金の見直し

54 公園使用料・占用料

【教 育 費】・・・８項目

№ 事 項 名 № 事 項 名

57 【小・中学校費】学校運営費（ＩＣＴ支援委託） 61 私立幼稚園協会補助事業費

58 【小・中学校費】学校運営協議会等経費 62 私立幼稚園等保護者負担軽減事業費

59 いじめ問題対策委員会等経費 63 音楽鑑賞教室

60 ＰＴＡ活動推進費 64 私立幼稚園施設型給付費

【そ の 他】・・・６項目

№ 事 項 名 № 事 項 名

65
【投資】投資的経費に係る工事単価の見直し
（建築工事）

68 減収補填対策

66
【経常・投資】投資的経費に係る工事単価の見直し
（土木工事）

69 都市計画交付金

67 特別交付金 70 児童相談所関連経費



● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

負担金補助及び交付金

● 概 要

● 算定内容

・ 標準区の設定は、「毎年度調査」とする。

【標準区経費】（全固定）

委託料（区民意識意向調査委託）

固定費 109,094,668 111,848,668
4,705 4,768

事業名 広報広聴費（区民意識意向調査）

63
比例費 82,285,588 82,285,588

区民の定住意向、区への愛着や誇りを調査する区民意識意向調査委託料について、新規算定
する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案

2,754,000円

現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

No ２ 議会総務費

110
比例費 0 2,848,000

固定費 0 1,302,000

経常

0 110

事業名 自治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費負担金

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No １ 議会総務費 経常

全区が利用する自治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費負担金について、新規算定
する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

4,150,000円

1



● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

委託料

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全固定）

報酬（災害医療体制検討会議委員） @10,960円×8人＝

被災者生活再建支援システム運用経費について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

3,514,000円

事業名 被災者生活再建支援システム運用経費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ３ 議会総務費 経常

No ４ 議会総務費

85
比例費 0 1,024,000

固定費 0

経常

2,490,000
0 85

事業名 防災対策（災害医療体制検討会議）

災害医療体制検討会議委員の報酬について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

87,680円

影響額(B-A)

506 2
比例費 0 0

固定費 21,927,267 22,014,947
504

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

2



● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

需用費

委託料

工事請負費

計

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

需用費（自動通話録音機購入費） @6,540円×385台＝

【特定財源】（全比例）

都支出金 @6,540円×385台×1/2＝

差引一般財源

事業名 防災井戸関係経費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ５ 議会総務費 経常

区、民間事業者等が設置する防災井戸の保守等に要する経費について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

321,000円

1,008,000円

946,000円

2,275,000円

61 61
比例費 0 2,275,000

固定費 0 0
0

23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

標準区一般財源所要額（円）

1,705 1,739 34
比例費 63,913,860 65,172,810

固定費 0 0

1,258,950円

1,258,950円

2,517,900円

振り込め詐欺等の特殊詐欺への緊急対策として、東京都が平成27年度まで実施していた自動
通話録音機の無償貸与事業が、平成28年度から都補助制度に移行したため、特別区が実施して
いる自動通話録音機貸与事業に係る経費について、新規算定する。

No ６ 議会総務費 経常

事業名 安全安心まちづくり推進事業費（自動通話録音機貸与事業）

3



● 概 要

● 算定内容

・

【標準区経費】（一部固定）

委託料

【特定財源】（一部固定）

国庫支出金

差引一般財源

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

委託料（電子申請サービス提供委託料）

⇒

委託料（電子調達サービス提供委託料）

⇒

負担金補助及び交付金（共同事務処理負担金）

⇒

負担金補助及び交付金（サービス利用負担金）

⇒

計 ⇒

(＋62,000円)

0円

0円

370,000円

10,436,000円

142,848,000円

28,530,000円

114,318,000円

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ７ 議会総務費 経常

事業名 地方公共団体情報セキュリティ強化対策事業経費

平成27年12月25日付総行情第77号「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化につい
て」に基づく、地方公共団体情報セキュリティ強化対策事業経費について、新規算定する。

平成29年度までに21区で事業が完了する見込みであることから、平成30年度単年度算定と
する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

No ８ 議会総務費

2,624
比例費 0 △ 1,346,000

固定費 0 115,664,000

経常

現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費

0 2,624

10,806,000円

(＋2,451,000円)

11,827,000円

(△10,436,000円)

(＋11,827,000円)

(＋3,904,000円)14,710,000円

2,451,000円

432,000円

0円

5,588,000 11,946,000
268 349

事業名 都区市町村電子自治体共同運営システム経費

81
比例費 5,218,000 2,764,000

都区市町村電子自治体共同運営システム経費について、負担金補助及び交付金でまとめて算
定されている経費を委託料と負担金補助及び交付金に分けるとともに、算定を充実する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案

4



● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

報酬（顧問弁護士） ⇒

（@204,350円×12月×2人）

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

需用費（消耗品費） ⇒

需用費（印刷製本費） ⇒

需用費（修繕料） ⇒

委託料 ⇒

備品購入費 ⇒

負担金補助及び交付金（組織運営経費助成）

⇒

負担金補助及び交付金（防火防災訓練災害補償等共済掛金）

⇒

計 ⇒

改定案(B) 影響額(B-A)

183 252
固定費 7,759,740 10,753,740

比例費 191,800 191,800

顧問弁護士報酬について、算定を充実する。

(＋5,500,200円)

(＋350,000円)

(±0円)

(＋2,604,500円)

(＋1,020,400円)

(＋425,000円)

(±0円)

(＋1,100,300円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分

No １０

現 行(A)

事業名 法務管理費（報酬）

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ９ 議会総務費 経常

防災市民組織育成費について、防災資器材の修繕料、防火防災訓練災害補償等掛金の追加
算定を含め、算定を充実する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

988,500円

147
比例費 17,647,700 23,147,900

固定費 0 0

議会総務費

69

改定案

425,000円

471 618

23,147,900円17,647,700円

10,614,000円

0円 350,000円

10,614,000円

1,640,000円

3,593,000円

0円

619,600円

384,900円

1,910,400円 4,904,400円

現 行

6,141,000円

384,900円

5,040,700円

経常

事業名 防災市民組織育成費

(＋2,994,000円)

（@159,200円×12月）

5



● 概 要

● 算定内容

・ 特別区全体の一時滞在施設の受入規模の平均を標準区受入規模として算出した。

【標準区経費】（一部固定）

需用費（職員及び児童福祉施設等利用者用）

⇒

需用費（一時滞在施設用） ⇒

計 ⇒

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

委託料（交換便等） ⇒

31,457,345円31,457,345円

10,674,000円 20,195,000円 (＋9,521,000円)

影響額(B-A)現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No １１ 議会総務費 経常

867 889

事業名 帰宅困難者対策用食料等の備蓄（一時滞在施設用）

平成27年度財調協議により特別区の事業進捗に合わせ、算定を見直すこととされている帰宅
困難者対策用食料等の備蓄（一時滞在施設用）に係る経費について、算定を充実する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

32,888,060円 33,846,017円 (＋957,957円)

(±0円)

1,430,715円 2,388,672円 (＋957,957円)

区分

No １２ 議会総務費

22
比例費 30,147,849 30,147,849

固定費 2,740,211 3,698,168

経常

269,530,573 262,528,429
10,162 10,442

事業名 庁舎維持管理費（交換便等）

280
比例費 148,518,977 165,042,121

交換便等について、交換便委託料に郵便業務委託料を追加算定し、算定を充実する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費

6



● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

報償費 ⇒

需用費 ⇒

役務費 ⇒

委託料 ⇒

負担金補助及び交付金 ⇒

計 ⇒

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全固定）

委託料（財務書類作成委託） ⇒

委託料（公会計システム運用保守委託） ⇒

計 ⇒

10,223,500円

(＋840,000円)

(＋2,170,000円)

(＋11,616,500円)21,840,000円

(＋14,292,000円)

(＋28,933,600円)92,260,000円63,326,400円

52,698,000円 66,990,000円

事業名 地域コミュニティ活動支援費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No １３ 議会総務費 経常

包括算定されている地域コミュニティ活動支援費について、算定を充実する。

404,900円

840,000円

2,170,000円

420,000円 (＋15,100円)

0円

0円

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

70
比例費

比例費 63,326,400 92,260,000
1,690 2,462

1,370,500円 4,424,000円 (＋3,053,500円)

772
固定費 0 0

0 0

935,000円 (＋935,000円)

(＋2,118,500円)

事業名

経常

新地方公会計制度運用経費

新地方公会計制度運用経費について、公会計システム運用経費を追加算定するとともに、算
定を充実する。

0円

No １４ 議会総務費

1,370,500円 3,489,000円

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 1,370,500 4,424,000
32 102

7



● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

役務費（受託業務経費） ⇒

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

⇒

交際費 ⇒

需用費（消耗品費） ⇒

需用費（印刷製本費） ⇒

需用費（会議費） ⇒

役務費 ⇒

委託料 ⇒

使用料及び賃借料 ⇒

備品購入費 ⇒

負担金補助及び交付金 ⇒

計 ⇒

(±0円)70,784,730円
給料、報酬、給与費、
職員手当等、共済費、
災害補償費、旅費

70,784,730円

71,220,030円 72,108,730円 (＋888,700円)

144,700円 177,000円 (＋32,300円)

28,600円 0円 (△28,600円)

100,000円 62,000円 (△38,000円)

0円 381,000円 (＋381,000円)

17,800円

0円 (△24,500円)

0円 16,000円 (＋16,000円)

50,313,909 54,367,736
1,715 1,724

7,174,900円 8,925,000円 (＋1,750,100円)

84,000円 0円 (△84,000円)

35,700円 625,000円 (＋589,300円)

63,000円 (＋45,200円)

24,500円

事業名 監査委員費

9
比例費 20,906,121 17,739,994

監査委員費について、事業費全体を見直し、算定を充実する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費

927 974

No １６ 議会総務費

47
比例費 34,398,054 36,148,154

固定費 401,880 401,880

経常

公金取扱手数料について、受託事務手数料単価が平成30年度から改定（増額）されることか
ら、算定を充実する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

事業名 公金取扱手数料

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No １５ 議会総務費 経常

8



● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

役務費 ⇒

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

負担金補助及び交付金 ⇒

比例費 1,444,170 841,000

全国市長会負担金について、算定を縮減する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

固定費 142,830 412,000
42 32

影響額(B-A)

1,587,000円 1,253,000円 (△334,000円)

1

△ 10

No １８ 議会総務費 経常

事業名 全国市長会負担金

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

固定費 0 2,197,000
212 213

比例費 7,944,000 6,102,000

自治体総合賠償責任保険費について、一部固定を導入し、算定を改善する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

7,944,000円 8,299,000円 (＋355,000円)

事業名 自治体総合賠償責任保険費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No １７ 議会総務費 経常

9



● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

負担金補助及び交付金 ⇒

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

需用費 ⇒ (△4,696,100円)

△ 11

4,641,000
398 270 △ 128

比例費 11,485,202 6,100,000

職員被服貸与費について、算定を縮減する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 3,951,898

15,437,100円 10,741,000円

No ２０ 議会総務費 経常

事業名 職員被服貸与費

固定費 445,200 372,000
40 29

比例費 1,144,800 785,000

全国市議会議長会負担金について、算定を縮減する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

1,590,000円 1,157,000円 (△433,000円)

事業名 全国市議会議長会負担金

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No １９ 議会総務費 経常
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

報酬 567,000円

需用費 28,000円

委託料 187,000円

計 782,000円

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

需用費 16,899,000円

役務費 2,713,000円

計 19,612,000円

事業名 社会福祉法人認可等事務費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ２１ 民生費（社会福祉費） 経常

区市町村に移譲された社会福祉法人に対する認可等の事務費について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

影響額(B-A)

固定費 0 175,000
0 20 20

比例費 0 607,000

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

No ２２ 民生費（老人福祉費） 経常

事業名 敬老事業費

敬老の日に祝い品を贈呈する等の事業に係る経費について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

0 607 607
比例費 0 19,612,000

固定費 0 0
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全固定）

負担金補助及び交付金 1,955,000円

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

扶助費 156,000円

【特定財源】（一部固定）

都支出金 78,000円

差引一般財源 78,000円

事業名 介護人材確保・定着支援事業費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ２３ 民生費（老人福祉費） 経常

介護人材確保・定着支援事業に係る経費のうち、都の高齢社会対策区市町村包括補助事業の
対象外経費部分について、包括算定として新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

45
比例費 0 0

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 0 1,955,000
0 45

No ２４ 民生費（児童福祉費） 経常

事業名 小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業費

小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業に係る経費について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

0 2 2
比例費 0 62,000

固定費 0 16,000
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

負担金補助及び交付金 89,518,000円

【特定財源】（一部固定）

都支出金 34,157,000円

差引一般財源 55,361,000円

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

負担金補助及び交付金 181,345,920円

【特定財源】 （一部固定）

都支出金 88,226,000円

差引一般財源 93,119,920円

事業名 定期利用保育補助事業費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ２５ 民生費（児童福祉費） 経常

定期利用保育補助事業に係る経費について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

1,402
比例費 0 46,518,000

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 0 8,843,000
0 1,402

No ２６ 民生費（児童福祉費） 経常

事業名 認可外保育施設等保護者負担軽減事業費

平成29年度財調協議で単年度算定された、認可外保育施設を利用する児童の保護者に対する
保育料助成について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

29,332,775
0 2,318 2,318

比例費 0 63,787,145

固定費 0
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

負担金補助及び交付金 349,139,000円

【特定財源】 （全比例）

国庫支出金 72,216,000円

都支出金 227,046,000円

差引一般財源 49,877,000円

● 概 要

● 算定内容

【態容補正】

―
0 553 553

比例費 ― ―

固定費 ―

区立保育所運営費及び私立保育所施設型給付費等の年度途中開所保育所運営費について、新
規算定する。

年度途中人員を月ごとに算出し、割り落としを行った人数に当該年度の単位費用を乗じる算
定とする。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

No ２８ 民生費（児童福祉費） 経常

事業名 【態容補正】区立保育所管理運営費・私立保育所施設型給付費等（年度途中開所保育所運営費）

影響額(B-A)

固定費 0 0
0 1,285 1,285

比例費 0 49,877,000

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

平成29年度財調協議で単年度算定された、保育従事職員の宿舎借り上げを行う事業者への支
援事業に係る経費について、新規算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

事業名 保育従事職員宿舎借り上げ支援事業費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ２７ 民生費（児童福祉費） 経常
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● 概 要

● 算定内容

・

【標準区経費】（全固定）

委託料 3,852,000円 × 1/6 ＝ 642,000円

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全固定）

負担金補助及び交付金 43,529,010円 ⇒ 63,316,010円(＋19,787,000円)

事業名 国民健康保険事業助成費（データヘルス計画等）

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ２９ 民生費（国民健康保険事業助成費） 経常

データヘルス計画及び特定健康診査等実施計画の策定経費について、新規算定する。

特別区の実態を踏まえ、計画期間は6年とし、総事業費の1/6を単年度経費として算定す
る。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

影響額(B-A)

固定費 165,102,112 165,744,112
79,545 79,560 15

比例費 3,596,816,726 3,596,816,726

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

No ３０ 民生費（社会福祉費） 経常

事業名 宿泊所等管理運営費

特別区人事・厚生事務組合が管理している宿泊所等施設の施設整備費について、算定を充実
する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

1,456 455
比例費 0 0

固定費 43,529,010 63,316,010
1,001

15



● 概 要

● 算定内容

・

【標準区経費】（全比例）

委託料（都型ショートステイ） 60,760円 ⇒ 0円 (△60,760円)

委託料（家庭保護） 3,000,800円 ⇒ 0円 (△3,000,800円)

委託料（緊急一時保護委託事業） 0円 ⇒ 13,475,000円(＋13,475,000円)

計 3,061,560円 ⇒ 13,475,000円(＋10,413,440円)

● 概 要

● 算定内容

・ 地域生活支援補助対象外経費のため、特定財源には影響はない。

【標準区経費】（全比例）

扶助費 390,819,950円 ⇒ 391,589,950円(＋770,000円)

【特定財源】 （全比例）

国庫支出金 112,616,000円 ⇒ 112,616,000円 (±0円)

都支出金 56,308,000円 ⇒ 56,308,000円 (±0円)

差引一般財源 221,895,950円 ⇒ 222,665,950円(＋770,000円)

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ３１ 民生費（社会福祉費） 経常

事業名 心身障害者緊急一時保護事業費

法定外扶助の都型ショートステイ及び家庭保護に係る経費について、算定を充実する。

都型ショートステイと家庭保護の算定を廃止し、緊急一時保護委託事業として算定する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

影響額(B-A)

固定費 0 0
436 708 272

比例費 16,650,130 27,063,570

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

No ３２ 民生費（社会福祉費） 経常

事業名 地域生活支援事業費

平成28年度から地域生活支援補助対象外となった自動車運転免許・改造助成費について、算
定を充実する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

5,920 5,941 21
比例費 221,895,950 222,665,950

固定費 0 0
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

需用費 8,020円⇒ 8,020円 (±0円)

役務費 19,650円⇒ 19,650円 (±0円)

負担金補助及び交付金（社会福祉法人・国基準）310,800円⇒ 604,800円(＋294,000円)

負担金補助及び交付金（社会福祉法人・都基準）669,600円⇒ 1,294,560円(＋624,960円)

負担金補助及び交付金（一般事業者・都基準） 113,400円⇒ 226,320円(＋112,920円)

【特定財源】（全比例）

国庫支出金 155,000円⇒ 302,000円(＋147,000円)

都支出金（国基準） 77,000円⇒ 151,000円 (＋74,000円)

都支出金（都基準） 405,000円⇒ 775,000円(＋370,000円)

差引一般財源 484,470円⇒ 925,350円(＋440,880円)

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

委託料（管理運営委託（委託施設））

⇒

（@168,329,400円×6所） （@201,254,000円×6所）

事業名 介護保険サービス利用者負担軽減補助事業費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ３３ 民生費（老人福祉費） 経常

生活困難者に対する負担軽減事業の国庫補助・都補助対象経費について、算定を充実する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

15 29

No ３４ 民生費（児童福祉費）

14
比例費 456,800 897,680

固定費 0 0

経常

4,653
比例費 1,009,976,400 1,207,524,000

区分 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

23,788 28,441
固定費 0 0

現 行 改定案

事業名 区立保育所管理運営費（公設民営委託料）

指定管理委託園における処遇改善経費などの委託経費について、算定を充実する。

1,009,976,400円 1,207,524,000円 (＋197,547,600円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）
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● 概 要

● 算定内容

・

【標準区経費】（全比例）

扶助費 1,630,490,840円 ⇒ 1,668,413,120円 (＋37,922,280円)

【特定財源】 （全比例）

分担金及び負担金 466,187,568円 ⇒ 466,187,568円 (±0円)

国庫支出金 304,337,000円 ⇒ 323,298,000円 (＋18,961,000円)

都支出金 152,174,000円 ⇒ 161,654,000円 (＋9,480,000円)

差引一般財源 707,792,272円 ⇒ 717,273,552円 (＋9,481,280円)

● 概 要

● 算定内容

【態容補正】

事業名 私立保育所施設型給付費等

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ３５ 民生費（児童福祉費） 経常

私立保育所施設型給付費等について、算定を充実する。

「処遇改善等加算」の加算率を12％から13％に見直すとともに、「加算2」の区分に「処遇
改善等加算Ⅱ」を加える。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

783
比例費 707,792,272 717,273,552

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 0 0
58,447 59,230

No ３６ 民生費（児童福祉費）・教育費（その他の教育費） 経常

事業名 【態容補正】私立認定こども園施設型給付費

私立認定こども園施設型給付費について、算定を充実する。

「処遇改善等加算」の加算率を10％から13％に見直すとともに、「加算2」の区分に「処遇
改善等加算Ⅱ」を加える。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

139
比例費 ― ―

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 ― ―
1,289 1,428
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● 概 要

● 算定内容

・ 認定こども園は、態容補正による算定である。

【特定財源】（全比例）

分担金及び負担金

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

委託料

（障害者自立支援給付等） 円 ⇒ 円

（給付事業支払代行業務費） 円 ⇒ 円

（老人福祉施設入所措置費） 円 ⇒ 円

（生活扶助費） 円 ⇒ 円

（障害児通所支援事業費） 円 ⇒ 円

計 円 ⇒ 円

（区立保育所） 1,440,943,392 778,378,320 （△662,565,072円）

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ３７ 民生費（児童福祉費）・教育費（その他の教育費） 経常

事業名 利用者負担（保育所等）

保育所等の利用者負担について、特別区及び都内市部の保育料軽減の実態に基づき、算定を
充実する。

（私立保育所） 466,187,568 251,828,280 （△214,359,288円）

（区立幼稚園） 96,240,000 112,008,000 （＋15,768,000円）

差引一般財源 △2,003,370,960 △1,142,214,600 （＋861,156,360円）

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

34,585
比例費 5,571,804,784 6,432,961,144

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 0 0
180,007 214,592

9,926,336 0 (△9,926,336円)

No ３８ 民生費（社会福祉費・老人福祉費・生活保護費・児童福祉費） 経常

事業名 支払代行業務委託費（社会福祉費・老人福祉費・生活保護費・児童福祉費）

支払代行業務委託費について、算定を改善する。

0 4,106,880 (＋4,106,880円)

973,983 795,240 (△178,743円)

20,723 16,920 (△3,803円)

0 1,365,120 (＋1,365,120円)

10,921,042 6,284,160 (△4,636,882円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

影響額(B-A)

固定費 0 0
257,308 257,182 △ 126

比例費 5,830,277,877 5,825,640,995

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)
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● 概 要

● 算定内容

・

【標準区経費】（全固定）

報償費（会長） @19,900円×1人×4回×1/5＝

報償費（委員） @10,600円×16人×4回×1/5＝

需用費 45,000円×1/5＝

委託料 7,730,000円×1/5＝

計

● 概 要

● 算定内容

・ 標準区の設定は、「4調査とも実施」とする。

【標準区経費】（全固定）

委託料（自動車騒音・振動・交通量調査）

改定案(B)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

影響額(B-A)

固定費 5,693,819 8,377,819
131 193 62

比例費 0 0

区分 現 行 改定案 現 行(A)

39
比例費

2,684,000円

No ４０ 衛生費

「自動車騒音常時監視」、「自動車騒音調査」、「自動車振動調査」及び「自動車交通量調
査」に係る経費について、新規算定する。

経常

事業名 公害保健対策費（自動車騒音・振動・交通量調査経費）

0 0

1,706,600円

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 0 1,706,600
0 39

1,546,000円

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ３９ 衛生費 経常

事業名 健康増進計画・食育推進計画策定経費

健康増進計画及び食育推進計画の策定に係る経費について、新規算定する。

特別区の実態を踏まえ、健康増進計画と食育推進計画の複合計画で、計画期間を5年とし、
総事業費の1/5を単年度経費として算定する。

15,920円

135,680円

9,000円
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

需用費

委託料

【特定財源】（全比例）

都支出金

差引一般財源

● 概 要

● 算定内容

・

【標準区経費】（全比例）

職員手当等

賃金

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

【特定財源】（全比例）

使用料及び手数料

差引一般財源

アライグマ・ハクビシン防除事業に係る経費について、新規算定する。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ４１ 衛生費 経常

事業名 鳥獣被害対策事業費（アライグマ・ハクビシン対策）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

48,000円

923,400円

485,000円

486,400円

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

No ４２ 衛生費 経常

事業名 健康相談事業費

固定費 0 0
0 13 13

比例費 0 486,400

「39歳以下の健康診断」と「小規模事業所の従業員向け健診と障害者健診」を標準区の算
定対象とする。

446,760円 ⇒ 446,760円 (±0円)

健康相談事業に係る経費について、算定対象を整理し、算定を充実する。

7,993,870円 ⇒ 730,000円 (△ 7,263,870円)

127,500円 ⇒ 215,000円 (＋87,500円)

14,733,560円 ⇒ 3,435,000円 (△ 11,298,560円)

138,777円 ⇒ 0円 (△ 138,777円)

1,227,720円 ⇒ 25,000円 (△ 1,202,720円)

442,800円 ⇒ 10,080,000円 (＋9,637,200円)

1,051,830円 ⇒ 0円 (△ 1,051,830円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

23,601,000円 ⇒ 495,500円 (△ 23,105,500円)

2,561,817円 ⇒ 14,436,260円 (＋11,874,443円)

固定費 0 0
68 385 317

比例費 2,561,817 14,436,260
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

○予防接種費

賃金

需用費

役務費

委託料（ポスター原画委託）

委託料（封入封緘委託）

備品購入費

○予防接種費（インフルエンザ）

賃金

需用費

役務費

○予防接種費（高齢者肺炎球菌）

需用費

役務費

計

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ４３ 衛生費 経常

事業名 予防接種費（事務経費）

0円 ⇒ 2,821,040円 (＋2,821,040円)

4,712,750円 ⇒ 2,448,000円 (△ 2,264,750円)

予防接種費の事務経費について、算定を充実するとともに、各々の事業で算定している事務
経費をＡ類疾病の予防接種費に統合する。

0円 ⇒ 7,252,000円 (＋7,252,000円)

60,040円 ⇒ 0円 (△ 60,040円)

2,375,860円 ⇒ 6,255,000円 (＋3,879,140円)

816,750円 ⇒ 0円 (△ 816,750円)

3,155,600円 ⇒ 0円 (△ 3,155,600円)

204,180円 ⇒ 0円 (△ 204,180円)

1,576,000円 ⇒ 0円 (△ 1,576,000円)

1,667,500円 ⇒ 0円 (△ 1,667,500円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

386,400円 ⇒ 0円 (△ 386,400円)

14,955,080円 ⇒ 18,776,040円 (＋3,820,960円)

固定費 0 0
24,242 24,344 102

比例費 908,554,434 912,375,394
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

○

一般分

不適当者分

○

一般分

不適当者分

一般分

不適当者分

○

一般分

不適当者分

一般分

不適当者分

○

一般分

不適当者分

一般分

不適当者分

○

一般分

不適当者分

一般分

不適当者分

○

一般分

不適当者分

一般分

不適当者分

計

Ａ類疾病の四種混合ほか5予防接種について、接種率等を見直し、算定を充実する。
また、「ジフテリア・百日ぜき・破傷風」の名称を「ジフテリア・破傷風」に変更する。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ４４ 衛生費 経常

事業名 予防接種費（接種率等）

(＋7,439,570円)

3,127円 43人 ⇒ 1人 (△ 131,330円)

四種混合

ｼﾞﾌﾃﾘｱ・百日ぜき・破傷
風⇒ｼﾞﾌﾃﾘｱ・破傷風

単価 対象者数 増減額

Ⅱ期 4,545円 2,131人 ⇒ 1,651人 (△ 2,181,600円)

Ⅰ期追加 12,739円 2,901人 ⇒ 3,288人

Ⅰ期初回 12,739円 9,372人 ⇒ 9,956人

(＋4,929,990円)

3,937円 29人 ⇒ 5人 (△ 94,480円)

3,937円 192人 ⇒ 10人 (△ 716,530円)

(＋4,029,480円)

3,937円 59人 ⇒ 7人 (△ 204,720円)

風しん・麻しん

Ⅰ期 13,387円 2,871人 ⇒ 3,172人

(＋14,148,060円)

3,937円 49人 ⇒ 2人 (△ 185,040円)

日本脳炎

Ⅱ期 11,983円 2,419人 ⇒ 2,784人 (＋4,373,790円)

Ⅱ期 7,015円 3,170人 ⇒ 1,053人

Ⅰ期 9,229円 7,449人 ⇒ 8,982人

(△ 14,850,750円)

3,127円 65人 ⇒ 1人 (△ 200,130円)

3,937円 75人 ⇒ 10人 (△ 255,910円)

(＋17,363,760円)

3,937円 84人 ⇒ 8人 (△ 299,210円)

ヒブ

Ⅰ期 10,190円 8,172人 ⇒ 9,876人

(＋23,440,820円)

3,937円 27人 ⇒ 5人 (△ 86,610円)

小児用肺炎球菌

Ⅱ期 10,190円 2,643人 ⇒ 3,180人 (＋5,472,030円)

Ⅱ期 13,495円 2,643人 ⇒ 3,161人

Ⅰ期 13,495円 8,172人 ⇒ 9,909人

(＋6,990,410円)

3,937円 27人 ⇒ 5人 (△ 86,610円)

3,937円 84人 ⇒ 9人 (△ 295,280円)

(＋68,599,710円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 0 0
20,890 22,720 1,830

比例費 782,912,054 851,511,764
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全固定）

報償費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

【特定財源】（全固定）

都支出金（補助率1/2）

都支出金（補助率2/3）

差引一般財源

● 概 要

● 算定内容

・ 「性器クラミジア」、「梅毒」及び「淋菌」の検査を標準区の算定対象とする。

【標準区経費】（全比例）

賃金

需用費

委託料

【特定財源】（全比例）

国庫支出金

差引一般財源

自殺防止対策事業に係る経費について、都の補助対象事業や補助率の見直しを踏まえ、算定
を改善する。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ４５ 衛生費 経常

事業名 自殺防止対策事業費

428,001円 ⇒ 125,735円 (△ 302,266円)

93,283円 ⇒ 27,792円 (△ 65,491円)

176,667円 ⇒ 39,913円 (△ 136,754円)

295,000円 ⇒ 161,000円 (△ 134,000円)

182,362円 ⇒ 113,567円 (△ 68,795円)

41,494円 ⇒ 16,532円 (△ 24,962円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

247,000円 ⇒ 0円 (△ 247,000円)

379,807円 ⇒ 162,539円 (△ 217,268円)

固定費 379,807 162,539
9 4 △ 5

比例費 0 0

健康相談事業費で算定されている性感染症検査に係る経費を性感染症対策費に統合し、算定
を改善する。

No ４６ 衛生費 経常

事業名 性感染症対策費

19,488円 ⇒ 111,171円 (＋91,683円)

1,358,940円 ⇒ 465,530円 (△ 893,410円)

0円 ⇒ 232,200円 (＋232,200円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

382,000円 ⇒ 374,000円 (△ 8,000円)

996,428円 ⇒ 434,901円 (△ 561,527円)

固定費 0 0
27 12 △ 15

比例費 996,428 434,901
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● 概 要

● 算定内容

・ プール水質検査は、水質検査に統合する。

【標準区経費】（全比例）

委託料（プール水質検査）

委託料（水質検査）

計

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

○精神保健対策費

賃金

報償費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

○精神相談事業費

賃金、報償費、旅費、需用費

計

健康相談事業費で算定されている水質検査に係る経費を環境衛生費に統合し、算定を改善す
る。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ４７ 衛生費 経常

事業名 環境衛生費（水質検査）

51,450円 ⇒ 0円 (△ 51,450円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

468,800円 ⇒ 421,000円 (△ 47,800円)

520,250円 ⇒ 421,000円 (△ 99,250円)

No ４８ 衛生費 経常

事業名 精神保健対策費

固定費 0 0
83 80 △ 3

比例費 3,082,085 2,982,835

364,560円 ⇒ 325,500円 (△ 39,060円)

149,751円 ⇒ 6,012円 (△ 143,739円)

精神相談事業費を精神保健対策費に統合し、算定を改善する。

1,334,400円 ⇒ 2,946,800円 (＋1,612,400円)

0円 ⇒ 281,000円 (＋281,000円)

11,070円 ⇒ 6,000円 (△ 5,070円)

71,930円 ⇒ 213,000円 (＋141,070円)

302,920円 ⇒ 8,000円 (△ 294,920円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

3,087,107円 ⇒ 0円 (△ 3,087,107円)

5,321,738円 ⇒ 3,786,312円 (△ 1,535,426円)

固定費 3,087,107 0
131 101 △ 30

比例費 2,234,631 3,786,312
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

清掃総務費

収集作業費

収集車両費

処理処分費

【特定財源】（一部固定）

使用料及び手数料

諸収入

差引一般財源

⇒補足資料（P27～33）のとおり

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ４９ 清掃費 経常

事業名 清掃費の見直し

清掃費については、3年毎の見直しを基本とすることを都区で確認しており、前回の見直し
（平成27年度財調協議）から3年となるため、清掃費全体の算定を改善する。

2,275,614,457円 ⇒ 2,303,618,612円 (＋28,004,155円)

510,406,978円 ⇒ 512,997,074円 (＋2,590,096円)

160,486,190円 ⇒ 157,758,322円 (△ 2,727,868円)

1,928,552,686円 ⇒ 1,834,029,790円 (△ 94,522,896円)

916,728,600円 ⇒ 896,506,800円 (△ 20,221,800円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

603,860,374円 ⇒ 514,973,300円 (△ 88,887,074円)

3,354,471,337円 ⇒ 3,396,923,698円 (＋42,452,361円)

固定費 495,702,084 483,918,644
96,826 98,271 1,445

比例費 2,858,769,253 2,913,005,054
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〈全般的事項〉

１ 標準区ごみ量の見直し

平成28年度ごみ量と人口の回帰分析により、標準区ごみ量を見直す。

２ 収集運搬モデルの改定

【改定の概要】

清掃車両台数（台）

⇒ ( )

⇒ ( )

⇒ ( )

職員数（人）

⇒ ( ± 0 )

⇒ ( △ 3 )

⇒ ( ± 0 )

⇒ ( △ 3 )

№４９ 清掃費の見直し〔補足資料〕

見直し後の標準区ごみ量と各区の平成29年度作業計画を基に、収集運搬モデルを次ページの
とおり改定する。

直営 雇上 直営 雇上 直営 雇上

＋ 1

小型プレス車 5 23 6 21 ＋ 1 △ 2

新大型特殊車 1 2 0 3 △ 1

収集作業(軽小) 4 4

計 101 98

△ 1

自動車運転 9 9

収集作業 88 85

計 6 25 6 24 ＋ 0

見直し後 見直し前 増減 増減率

64,068ﾄﾝ 68,550ﾄﾝ △4,482ﾄﾝ -6.5%

2,406ﾄﾝ 2,790ﾄﾝ △384ﾄﾝ -13.8%

66,474ﾄﾝ 71,340ﾄﾝ △4,866ﾄﾝ -6.8%

0.083 0.100 △ 0.017 ―

項目

可燃ごみ

不燃ごみ

合 計

固定費割合
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〈個別的事項〉

１ 清掃総務費

① 総務管理費

【標準区経費】（一部固定）

○総務管理費

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

○指導費

計 円 ⇒ 円

② 普及調査費

【標準区経費】（全比例）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

計 円 ⇒ 円

※下表の各数値は、清掃総務費の合計値である。

報償費 176,000 0 (△ 176,000円)

旅費 143,286 163,286 (＋20,000円)

総務管理費について、経費の性質が類似する指導費を統合するとともに、算定を縮減する。

報酬、給与費、
職員手当等、賃金

142,362,580 円 ⇒ 142,362,580 円 (±0円)

役務費（電信料） 0 206,000 (＋206,000円)

委託料 4,018,700 1,835,000 (△ 2,183,700円)

需用費 441,700 1,809,000 (＋1,367,300円)

役務費（通信運搬費） 617,100 317,000 (△ 300,100円)

負担金補助及び交付金 200,000 764,000 (＋564,000円)

補償補填及び賠償金 0 82,000 (＋82,000円)

使用料及び賃借料 3,786,800 1,082,000 (△ 2,704,800円)

備品購入費 97,600 0 (△ 97,600円)

需用費 4,890,900 5,371,000 (＋480,100円)

役務費 269,500 208,000 (△ 61,500円)

(△ 391,068円)

152,234,834 148,620,866 (△ 3,613,968円)

普及調査費について、算定を充実する。
また、事業名を普及調査費から普及啓発費に改める。

報償費 90,400 112,000 (＋21,600円)

旅費、需用費、
負担金補助及び交付金、
補償補填及び賠償金

391,068 円 ⇒ 0 円

使用料及び賃借料 164,800 212,000 (＋47,200円)

負担金補助及び交付金 0 865,000 (＋865,000円)

委託料（印刷物配布委託） 1,450,300 902,000 (△ 548,300円)

委託料（ｲﾍﾞﾝﾄ会場運営委託） 184,000 266,000 (＋82,000円)

7,049,900 7,936,000 (＋886,100円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 59,728,130 57,721,430
4,066 3,999 △ 67

比例費 100,758,060 100,036,892
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２ 収集作業費

① 管理運営費

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

計 円 ⇒ 円

② 作業運営費（廃棄物処理手数料を除く。）

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

【特定財源】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

管理運営費について、収集運搬モデルの改定（収集作業△3人）に合わせて人件費及びその
関連経費を見直し、算定を縮減する。

給与費 966,705,207 943,649,991 (△ 23,055,216円)

職員手当等 42,601,830 41,518,230 (△ 1,083,600円)

需用費（その他） 31,585,000 31,585,000 (±0円)

役務費（被服クリーニング） 1,189,973 1,161,593 (△ 28,380円)

旅費 134,268 131,262 (△ 3,006円)

需用費（被服・保護具購入費） 6,210,252 6,062,142 (△ 148,110円)

役務費（電話料等） 2,189,800 2,189,800 (±0円)

委託料、使用料及び賃借料、
工事請負費、備品購入費

25,408,200 円 ⇒ 25,408,200 円

需用費（消耗品費） 5,611,500 4,944,000 (△ 667,500円)

需用費（印刷製本費） 8,697,200 8,597,000 (△ 100,200円)

(±0円)

1,076,024,530 1,051,706,218 (△ 24,318,312円)

作業運営費について、算定を縮減する。

賃金 6,480,000 5,730,890 (△ 749,110円)

旅費 0 9,018 (＋9,018円)

委託料（徴収事務委託） 13,458,500 11,583,000 (△ 1,875,500円)

役務費（通信運搬費） 398,100 274,000 (△ 124,100円)

役務費（電信料） 0 518,000 (＋518,000円)

委託料
（ごみ処理券ﾃﾞｰﾀ作成委託）

0 8,000 (＋8,000円)

委託料
（ごみ処理券ｼｽﾃﾑ保守委託）

0 452,000 (＋452,000円)

委託料（保管配送委託） 1,032,800 626,000 (△ 406,800円)

委託料（収集運搬委託） 237,248,300 237,248,300 (±0円)

使用料及び賃借料
（ごみ処理券ｼｽﾃﾑ機器）

0 89,000 (＋89,000円)

使用料及び賃借料
（粗大ごみ受付ｼｽﾃﾑ機器）

0 289,000 (＋289,000円)

委託料
（粗大ごみ受付ｼｽﾃﾑ保守委託）

0 818,000 (＋818,000円)

使用料及び賃借料
（高速道路利用料等）

1,663,000 284,000 (△ 1,379,000円)

使用料及び手数料
（粗大ごみ処理手数料）

114,926,000 114,926,000 (±0円)

差引一般財源 160,640,200 156,662,208 (△ 3,977,992円)

備品購入費 976,800 0 (△ 976,800円)

償還金利子及び割引料 0 118,000 (＋118,000円)
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③ 動物死体処理費

【標準区経費】（全比例）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

【特定財源】（全比例）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

④ リサイクル推進事業費

○リサイクル推進事業費

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

○資源回収事業費

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

【特定財源】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

○集団回収事業費

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

計 円 ⇒ 円

動物死体処理費について、算定を充実する。

需用費 137,700 77,280 (△ 60,420円)

役務費 2,269,296 2,845,675 (＋576,379円)

諸収入（受託事業収入） 261,994 377,300 (＋115,306円)

差引一般財源 1,118,802 1,622,855 (＋504,053円)

備品購入費 29,400 21,000 (△ 8,400円)

使用料及び手数料
（動物死体処理手数料）

1,055,600 943,800 (△ 111,800円)

諸収入（資源売払収入） 158,166,450 0 (△ 158,166,450円)

差引一般財源 763,420,881 0 (△ 763,420,881円)

リサイクル推進事業費について、算定を充実する。
また、区による資源回収事業と集団回収事業では、資源ごみ量の固定・比例の割合が大きく

異なることから、本事業を資源回収事業費と集団回収事業費に分割する。

事業費 921,587,331 0 (△ 921,587,331円)

【特定財源】（全比例）

旅費 0 35,571 (＋35,571円)

需用費 0 6,389,000 (＋6,389,000円)

職員手当等 0 446,760 (＋446,760円)

賃金 0 78,800 (＋78,800円)

委託料（資源等持ち去り対策） 0 5,308,000 (＋5,308,000円)

委託料（コンテナ洗浄等委託） 0 4,276,000 (＋4,276,000円)

委託料（収集運搬委託） 0 637,131,000 (＋637,131,000円)

委託料（資源化委託） 0 273,800,000 (＋273,800,000円)

諸収入（資源売払収入） 0 125,357,000 (＋125,357,000円)

差引一般財源 0 805,854,231 (＋805,854,231円)

委託料
（適正処理困難物処理委託）

0 3,621,100 (＋3,621,100円)

備品購入費 0 125,000 (＋125,000円)

需用費 0 926,000 (＋926,000円)

役務費 0 59,000 (＋59,000円)

賃金 0 199,000 (＋199,000円)

報償費 0 44,670,000 (＋44,670,000円)

備品購入費 0 10,000 (＋10,000円)

0 46,169,000 (＋46,169,000円)

委託料 0 192,000 (＋192,000円)

使用料及び賃借料 0 113,000 (＋113,000円)
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⑤ 廃棄物処理手数料

【特定財源】（一部固定）

円 ⇒ 円

差引一般財源 円 ⇒ 円

※下表の各数値は、収集作業費の合計値である。

３ 収集車両費

① 車両維持運営費

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

計 円 ⇒ 円

② 車両雇上費

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

③ 車両購入費

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

※下表の各数値は、収集車両費の合計値である。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

廃棄物処理手数料について、平成29年10月の単価引き上げ（36.5円/kg⇒40.0円/kg）の影響
及び特別区の徴収実績を踏まえ、算定を改善する。

使用料及び手数料
（廃棄物処理手数料）

222,494,000 211,799,000 (△ 10,695,000円)

△ 222,494,000 △ 211,799,000 (＋10,695,000円)

固定費 290,869,355 280,916,954
47,123 49,258 2,135

比例費 1,487,841,058 1,569,298,558

車両維持運営費について、収集運搬モデルの改定に合わせて関連経費を見直し、算定を縮減
する。

給与費 69,165,648 69,165,648 (±0円)

職員手当等 2,401,010 2,401,010 (±0円)

原材料費 994,146 856,037 (△ 138,109円)

備品購入費 490,746 490,746 (±0円)

需用費 5,123,310 4,963,184 (△ 160,126円)

役務費 506,740 451,990 (△ 54,750円)

車両雇上費について、収集運搬モデルの改定に合わせて算定を充実する。

役務費 421,987,578 426,609,159 (＋4,621,581円)

車両購入費について、収集運搬モデルの改定に合わせて算定を縮減する。

公課費 369,800 295,700 (△ 74,100円)

79,051,400 78,624,315 (△ 427,085円)

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

備品購入費 9,368,000 7,763,600 (△ 1,604,400円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

固定費 75,800,252 75,975,913
21,754 21,895 141

比例費 434,606,726 437,021,161
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４ 処理処分費

【標準区経費】（一部固定）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

【特定財源】（全比例）

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

円 ⇒ 円

※下表の各数値は、処理処分費の合計値である。

粗大ごみ処理作業費 111,345,700 101,666,000 (△ 9,679,700円)

し尿処理作業費 7,769,600 8,612,000 (＋842,400円)

処理処分費について、東京二十三区清掃一部事務組合の平成28年度実績を踏まえ、算定を縮
減する。

可燃ごみ処理作業費 1,553,845,882 1,457,397,226 (△ 96,448,656円)

不燃ごみ処理作業費 124,082,900 132,048,000 (＋7,965,100円)

使用料及び手数料
（廃棄物処理手数料）

578,253,000 568,838,000 (△ 9,415,000円)

諸収入
（エネルギー売払収入）

397,536,520 374,329,000 (△ 23,207,520円)

建物・車両維持管理費 31,782,040 34,580,000 (＋2,797,960円)

最終処分委託料 99,726,564 99,726,564 (±0円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

諸収入
（有価物売払収入）

47,895,410 14,910,000 (△ 32,985,410円)

差引一般財源 904,867,756 875,952,790 (△ 28,914,966円)

固定費 69,304,347 69,304,347
23,883 23,119 △ 764

比例費 835,563,409 806,648,443
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

負担金補助及び交付金 ⇒

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

負担金補助及び交付金（工業振興費助成）

⇒

事業名 公衆浴場助成事業費

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ５０ 経済労働費（生活経済費） 経常

公衆浴場助成事業費について、公衆浴場数及び助成単価を見直し、算定を充実する。

19,734,000円 26,586,000円 (＋6,852,000円)

（@759,000円×26所） （@1,266,000円×21所）

10,626,000 13,926,000

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 9,108,000 12,660,000
493 663 170

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

No ５１ 経済労働費（産業経済費） 経常

事業名 商工振興費（工業振興費助成）

包括算定されている商工振興費（工業振興費助成）について、算定を充実する。

9,470,000円 100,956,000円 (＋91,486,000円)

比例費

1,670
比例費 619,410,335 710,896,335

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 69,165,648 69,165,648
12,897 14,567
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● 概 要

● 算定内容

・

【標準区経費】（全固定）

委託料 14,607,000円 × 1/10 ＝ 1,460,700円

● 概 要

● 算定内容

【特定財源】（全比例）

使用料及び手数料（道路占用料）

現 行(A) 改定案(B)

比例費 △ 752,723,281 △ 792,387,281

区分 現 行 改定案 影響額(B-A)

固定費 99,111,000

経常

事業名 道路占用料

平成28年4月に特別区の道路占用料が改定されたことから、道路維持補修費及び道路占用許
可取締事務費の特定財源（道路占用料）について、算定を改善する。

（道路維持補修費） 1,072,796,000円 ⇒ 1,111,983,000円 （＋39,187,000円）

99,111,000
△ 20,702 △ 21,913

（道路占用許可取締事務費）13,062,000円 ⇒ 13,539,000円 （＋477,000円）

差引一般財源 △1,085,858,000円 ⇒ △1,125,522,000円 （△39,664,000円）

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

△ 1,211

60,562,482
8,599 8,633

No ５３ 土木費（道路橋りょう費）

34
比例費 271,436,743 271,436,743

固定費 59,101,782

都市緑地法第4条に定める緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画の策定（改定）に係
る経費について、新規算定する。

特別区の実態を踏まえ、計画期間は10年とし、総事業費の1/10を単年度経費として算定す
る。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

事業名 都市整備総務費（緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画策定経費）

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ５２ 土木費（都市整備費） 経常
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● 概 要

● 算定内容

【特定財源】（全比例）

使用料及び手数料（道路占用料）

（公園維持管理費） 24,550,800円 ⇒ 21,965,000円 （△2,585,800円）

（河川敷公園維持管理費） 6,451,200円 ⇒ 1,147,000円 （△5,304,200円）

差引一般財源 △31,002,000円 ⇒ △23,112,000円 （＋7,890,000円）

● 概 要

● 算定内容

・

【特定財源】（全比例）

特別区債 76,900,000円 ⇒ 0円（△76,900,000円）

【標準区経費】（全比例）

元利償還金 77,631,466円 ⇒ 0円（△77,631,466円）

差引一般財源 731,466円 ⇒ 0円 （△731,466円）

固定費 0 0
31 0

事業名 特別区債（道路改良）の見直し

△ 31
比例費 731,466 0

道路改良に係る事業経費について、算定を改善する。

特別区の実態として、「道路改良」事業に特別区債を発行することは稀であるため、標準
算定より「特別区債」及び「元利償還金」を廃止する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

184,192,018
20,342 20,681

No ５５ 土木費（道路橋りょう費）

339
比例費 256,940,551 259,526,351

固定費 184,192,018

投資

平成28年4月に特別区の公園占用料が改定されたことから、公園維持管理費及び種別補正に
おける河川敷公園維持管理費の特定財源（公園使用料・占用料）について、算定を改善する。

※標準区一般財源所要額は「公園維持管理費」のみの数値、23区合計額は公園費
（経常）全体の数値となっている。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

事業名 公園使用料・占用料

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ５４ 土木費（公園費） 経常
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● 概 要

● 算定内容

・ 【態容補正】道路・橋りょうの新設及び拡幅経費（道路橋りょう費）

・ 公債元利償還金（その他諸費）

※見直しによる影響は、各区の事業実績により変動するため算出できない。

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

○小学校費

委託料（ＩＣＴ支援委託）

○中学校費

委託料（ＩＣＴ支援委託）

事業名 【態容補正】道路・橋りょうの新設及び拡幅等の特別区債、公債元利償還金の見直し

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ５６ 土木費（道路橋りょう費）、その他諸費（公債費） 経常・投資

道路新設・拡幅に係る事業経費について、算定を改善する。

土木費（投資）の態容補正Ⅰにより加算されている道路の新設・拡幅経費について、加
算額を算出するにあたり事業費から差引いている特定財源に「特別区債」を加える。さら
に、現行では加算額を算出するにあたり乗じている係数（3/4）について廃止する。

上記において、事業費より控除した特別区債の元利償還金を、「その他諸費」の「公債
元利償還金」において算定する。（平成29年度以降に発行した特別区債に係る元利償還金
を、測定単位に加算する。）

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

影響額(B-A)

固定費 ― ―
― ― ―

比例費 ― ―

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

影響額(B-A)

固定費 0 0
81,577 82,258 681

比例費 3,527,339,700 3,556,889,700

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

ＩＣＴ支援委託に係る経費について、新規算定する。

17,688,000円

11,862,000円

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

No ５７ 教育費（小学校費・中学校費） 経常

事業名 【小・中学校費】学校運営費（ＩＣＴ支援委託）
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● 概 要

● 算定内容

・

【標準区経費】（全比例）

○小学校費

報償費

需用費

役務費

計

○中学校費

報償費

需用費

役務費

計

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全固定）

報酬

需用費

役務費

計

No ５９ 教育費（その他の教育費） 経常

事業名 いじめ問題対策委員会等経費

いじめ問題対策委員会等に係る経費について、新規算定する。

468,350円

3,000円

124,000円

0 595,350
0 14

595,350円

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

影響額(B-A)

標準区一般財源所要額（円）

14
比例費 0 0

固定費 0 0
0 124 124

比例費 0 5,337,000

固定費

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

1,316,000円

575,000円

37,000円

1,928,000円

23区合計額（百万円）

66,000円 中学校 7校 4校

3,409,000円

標準区における学校運営協議会及び学校評議員の設置見込校数（平成32年度まで）を、特
別区全体の導入率をもとに設定し、各年度の校数により標準区経費が連動するように算定
する。

◆標準区における設置見込校数（平成30年度）

1,268,000円 小学校 13校 7校

事業名 【小・中学校費】学校運営協議会等経費

2,075,000円 区分 学校運営協議会 学校評議員

学校運営協議会等に係る経費について、新規算定する。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ５８ 教育費（小学校費・中学校費） 経常
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

報償費

需用費

使用料及び賃借料

負担金補助及び交付金

計

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

負担金補助及び交付金

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

1,784,000円

No ６０ 教育費（その他の教育費） 経常

事業名 ＰＴＡ活動推進費

ＰＴＡ活動推進に係る経費について、新規算定する。

171,000円

388,000円

191,000円

1,034,000円

32
比例費 0 1,057,000

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 0 727,000
0 32

影響額(B-A)

固定費 0 1,174,000
0 45 45

比例費 0 681,000

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

私立幼稚園協会補助事業に係る経費について、新規算定する。

1,855,000円

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

No ６１ 教育費（その他の教育費） 経常

事業名 私立幼稚園協会補助事業費
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● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（全比例）

負担金補助及び交付金（入園料補助）

負担金補助及び交付金（保育料補助）

計

● 概 要

● 算定内容

【標準区経費】（一部固定）

需用費 ⇒

役務費 ⇒

委託料 ⇒

使用料及び賃借料 ⇒

計 ⇒

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

399,510,000円

No ６２ 教育費（その他の教育費） 経常

事業名 私立幼稚園等保護者負担軽減事業費

私立幼稚園等保護者負担軽減事業に係る経費について、新規算定する。

63,900,000円

335,610,000円

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

10,655
比例費 0 399,510,000

固定費 3,341,400 3,139,000

固定費 0 0
0 10,655

77 178

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

影響額(B-A)

101
比例費 0 7,391,000

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B)

266,400円 936,000円 (＋669,600円)

3,341,400円 10,530,000円 (＋7,188,600円)

69,000円 1,660,000円 (＋1,591,000円)

2,880,000円 7,834,000円 (＋4,954,000円)

音楽鑑賞教室に係る経費について、算定を充実する。

126,000円 100,000円 (△26,000円)

No ６３ 教育費（その他の教育費） 経常

事業名 音楽鑑賞教室
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● 概 要

● 算定内容

・ 私立幼稚園施設型給付費における、処遇改善等加算の加算率を13％に見直す。

【標準区経費】（全比例）

扶助費 ⇒

【特定財源】（全比例）

国庫支出金 ⇒

都支出金 ⇒

差引一般財源 ⇒

● 概 要

● 算定内容

⇒補足資料（P43～45）のとおり

※下表の各数値は、該当する事業費の合計値である。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ６４ 教育費（その他の教育費） 経常

事業名 私立幼稚園施設型給付費

私立幼稚園施設型給付費について、算定を充実する。

122,718,036円 125,922,468円 (＋3,204,432円)

改定案 現 行(A) 改定案(B)

34,724,000円 35,886,000円 (＋1,162,000円)

43,996,000円 45,018,000円 (＋1,022,000円)

43,998,036円 45,018,468円 (＋1,020,432円)

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

23,495
比例費 4,192,784,787 5,009,662,113

影響額(B-A)

固定費 0 0
1,059 1,084 25

比例費 43,998,036 45,018,468

区分 現 行

固定費 766,941,555 904,026,119
197,472 220,967

建築工事単価について、東日本大震災の復興需要やオリンピック・パラリンピック需要に伴
う工事費の高騰を反映できていないため、各区の予算単価の上昇率を踏まえた単価となるよう
算定を改善する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

No ６５ その他 ―

事業名 【投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（建築工事）
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● 概 要

● 算定内容

⇒補足資料（P43～45）のとおり

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ６６ その他 ―

事業名 【経常・投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（土木工事）

5,628
比例費 1,324,551,699 1,468,226,735

土木工事単価について、東日本大震災の復興需要やオリンピック・パラリンピック需要に
伴う工事費の高騰を反映できていないため、国土交通省・公共工事設計労務単価の上昇率を
踏まえた単価となるよう算定を改善する。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 453,343,405 453,343,405
63,338 68,966
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（１）現行の物騰率による工事単価の算出

・資材費 ：日銀企業物価指数及び総務省消費者物価指数

・労務費 ：厚生労働省毎月勤労統計の建設業の給与

・共通経費：総務省消費者物価指数

○現行の物騰率

（２）建築工事単価の見直し

○現行の物騰率 ○見直し後の上昇率

（３）土木工事単価の見直し

○現行の物騰率 ○見直し後の上昇率

26 0.4% 1.5%

№６５・６６ 投資的経費に係る工事単価の見直し（建築・土木工事）〔補足資料〕

前々年度4月～前年度6月の資材費・労務費・共通経費の上昇率から、前年度4月～本年度4月
の上昇率を推計することで算出した物騰率を、前年度の単価に乗じることで算出している。そ
れぞれの項目の指標と、各年度の物騰率は以下の通り。

年度 建築工事 土木工事

27 1.9% 1.6%

28 -0.8% -0.1%

29 -3.2% -2.2%

平成26・27年度分の各区予算単価上昇率を工事単価に反映させ、以後、現行の物騰率により
メンテナンスを行っていく。

年度 建築工事 年度 建築工事

26 0.4% 26 11.2%

27 1.9% 27 7.5%

平成26・27年度分の国土交通省・公共工事設計労務単価上昇率を工事単価に反映させ、以
後、現行の物騰率によりメンテナンスを行っていく。

年度 土木工事 年度 土木工事

28 -0.8% 28 -0.8%

29 -3.2% 29 -3.2%

26

29 -2.2% 29 -2.2%

27 1.6% 27 3.4%

28 -0.1% 28 -0.1%

19.3%26 1.5%
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（４）各工事単価への影響

①建築工事
単位（円）

29財調（現行）※ 30財調（見直し後） 差額

292,100 341,300 49,200
306,900 358,600 51,700
685,000 800,400 115,400

6,400 7,500 1,100
8,000 9,400 1,400

17,700 20,600 2,900
校舎 13,828,800 16,159,000 2,330,200
給食室 1,262,300 1,475,000 212,700
屋内運動場 2,267,100 2,648,000 380,900
プール 522,700 611,000 88,300
校庭 1,412,300 1,650,000 237,700
フェンス 522,700 611,000 88,300
建設費 213,900 250,000 36,100
取壊し経費 14,900 17,400 2,500
仮設校舎建設費 24,700 28,800 4,100
給食室設置経費 135,519,000 158,346,000 22,827,000
建設費 243,400 284,600 41,200
取壊し経費 13,400 15,500 2,100
建設費 263,900 298,500 34,600
取壊し経費 19,300 22,500 3,200
内蔵経費 31,800 37,300 5,500

改築（雨水有効利用設備） 建設費 2,100 2,500 400
校舎 14,925,600 17,441,000 2,515,400
給食室 1,263,200 1,476,000 212,800
屋内運動場 2,140,200 2,501,000 360,800
プール 569,200 665,000 95,800
校庭 1,943,700 2,271,000 327,300
フェンス 588,500 688,000 99,500
建設費 213,900 250,000 36,100
取壊し経費 14,900 17,400 2,500
仮設校舎建設費 24,700 28,800 4,100
給食室設置経費 126,431,400 147,726,000 21,294,600
建設費 243,400 284,600 41,200
取壊し経費 13,400 15,500 2,100
建設費 263,900 298,500 34,600
取壊し経費 19,300 22,500 3,200
内蔵経費 31,800 37,300 5,500

改築（雨水有効利用設備） 建設費 2,100 2,500 400
校舎 6,211,700 7,258,000 1,046,300
給食室 1,263,200 1,476,000 212,800
屋内運動場 1,278,700 1,496,000 217,300
プール 440,400 514,000 73,600
校庭 1,412,300 1,650,000 237,700
フェンス 522,700 611,000 88,300
建設費 213,900 250,000 36,100
取壊し経費 14,900 17,400 2,500
仮設校舎建設費 24,700 28,800 4,100
給食室設置経費 126,431,400 147,726,000 21,294,600
建設費 243,500 284,600 41,100
取壊し経費 13,400 15,500 2,100
建設費 255,500 298,500 43,000
取壊し経費 19,300 22,500 3,200

※ 現行の金額は、29財調において臨時的に算定された分を除いたもの

大規模改修（公衆便所）

新設
改築
改築（公衆便所）
大規模改修

車庫

小学校費

大規模改修

改築（校舎）

改築（屋内運動場）

改築（プール）

【態容補正】
特別支援学校
及び養護学園

大規模改修

改築（校舎）

改築（屋内運動場）

改築（プール）

中学校費

大規模改修

改築（校舎）

改築（屋内運動場）

改築（プール）
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②土木工事

単位（円）

29財調（現行）※ 30財調（見直し後） 差額

126,913,000 149,643,000 22,730,000

38,870 46,230 7,360

11,600 13,900 2,300

11,071,000 13,239,000 2,168,000

6,429,000 7,689,000 1,260,000

99,567,000 119,078,000 19,511,000

23,021,000 27,534,000 4,513,000

9,142,000 10,934,000 1,792,000

11,600 13,900 2,300

450 530 80

19,541,000 23,370,000 3,829,000

10 12 2

18,400 21,900 3,500

453,600 542,600 89,000

249,300 298,100 48,800

18,400 21,900 3,500

※ 現行の金額は、29財調において臨時的に算定された分を除いたもの

道路緑化

道路維持補修費（工事請負費）

細街路拡幅事業費（工事請負費）

私道整備助成金（工事請負費）

交通安全施設維持補修費（工事請負費）

橋りょう維持補修費【種別】（工事請負費）

公園維持管理費（改良工事費）

河川敷公園【種別】（工事請負費）

児童遊園【種別】（工事請負費）

道路改良（工事費）

道路改良（透水性舗装等工事費）

ガードパイプ取替

ガードパイプ取替【種別】

鋼橋【種別】

木橋・石橋・コンクリート橋【種別】

公園（工事費）
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● 概 要

● 主張内容

・ 算定の透明化を図るため、以下の事業をもとに、算定メニューの例示を行う。

(1)

(2)

(3)

⇒詳細は補足資料（P47～50）のとおり

特別交付金（3月交付分）に関する東京都総務局行政部区政課の通知に記載された事業

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ６７ その他 ―

事業名 特別交付金

透明性・公平性を高めるとともに、可能な限り普通交付金による対応を図るため、特別交付
金の割合を2％を基本に見直す。

・ 各区が安定的な財政運営を行うためにも、各区の需要は、可能な限り、算定内容が客観的
かつ明確に規定されている普通交付金による算定を優先すべきである。平成29年度財調協
議では、普通交付金の財源不足を踏まえて区側提案の見直しも行ったことからも、普通交
付金の原資を確保するためにも割合の見直しを主張する。

地方交付税における特別交付税の算定事業

普遍性の観点から協議不調もしくは算定廃止になった事業

―
比例費 ― ―

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 ― ―
― ―
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№６７ 特別交付金〔補足資料〕

…(1)地方交付税における特別交付税の算定事業

…(2)普遍性の観点から協議不調もしくは算定廃止になった事業

…(3)特別交付金（3月交付分）に関する東京都総務局行政部区政課の通知に記載された事業

【A-ア 災害等の復旧に要する経費】
1 大火災のうち、復旧に要する経費
2 公共施設火災のうち、復旧に要する経費
3 被災地域の応援等に要する経費のうち、復旧に要する経費
4 災害対応に係る職員派遣の受入れに要する経費のうち、復旧に要する経費
5 干害、冷害、凍霜害、ひょう害等による特別の財政需要のうち、復旧に要する経費
6 災害等廃棄物処理事業に要する経費
7 文化財の災害復旧に要する経費
8 活動火山対策に要する経費のうち、復旧に要する経費
9 災害復旧事業等及び自然災害防止事業等の起債償還金（当該年度起債分）のうち、復旧に要する経費

10
災害対策事業等に要する経費の財源に充てるため借り入れた特別の地方債の元利償還金のうち、復旧に要する
経費

11
公営企業に係る災害復旧事業に要する経費の財源に充てるため借り入れた地方債の元利償還金のうち、復旧に
要する経費

12 連年の災害による財政需要の増加のうち、復旧に要する経費
13 地震対策に要する経費のうち、復旧に要する経費が多額

その他、上記に類する経費を含む、「災害等の復旧に要する経費」

【A-イ 災害等の応急対策に要する経費】
1 大火災のうち、応急対策に要する経費
2 公共施設火災のうち、応急対策に要する経費
3 被災地域の応援等に要する経費のうち、応急対策に要する経費
4 災害対応に係る職員派遣の受入れに要する経費のうち、応急対策に要する経費
5 干害、冷害、凍霜害、ひょう害等による特別の財政需要のうち、応急対策に要する経費
6 高齢者等の雪下ろし支援に要する経費
7 活動火山対策に要する経費のうち、応急対策に要する経費
8 多額な除排雪に要する経費
9 災害復旧事業等及び自然災害防止事業等の起債償還金（当該年度起債分）のうち、応急対策に要する経費

10
災害対策事業等に要する経費の財源に充てるため借り入れた特別の地方債の元利償還金のうち、応急対策に要
する経費

11
公営企業に係る災害復旧事業に要する経費の財源に充てるため借り入れた地方債の元利償還金のうち、応急対
策に要する経費

12 防災集団移転促進事業に要する経費
13 連年の災害による財政需要の増加のうち、応急対策に要する経費
14 災害廃棄物処理事業に要する経費
15 地震対策に要する経費のうち、応急対策に要する経費が多額
16 災害の画像情報を伝送するためのシステムの運営に要する経費のうち、応急対策に要する経費が多額

その他、上記に類する経費を含む、「災害等の応急対策に要する経費」

都区財政調整特別交付金に関する算定メニューの例示について

都区財政調整特別交付金において、各区分で少なくとも算定されるべき内容を都区で確認する
ことを目的に、現時点で例示が可能である(1)地方交付税における特別交付税の算定事業、(2)普
遍性の観点から協議不調もしくは算定廃止になった事業、(3)特別交付金（3月交付分）に関する
東京都総務局行政部区政課の通知に記載された事業の３点に基づき例示を行うものである。

そのため、申請時にメニューに当てはめて申請する（例：Ａ－ア－○）ような趣旨ではなく、
各区分の算定内容を下記に限定するものではない。また、例示メニューは、今後も状況により更
新・追加することを想定している。

◆特別交付金の各申請区分において、例示するメニューの内容に合致するものは少
なくとも算定されるべきと都区で確認するものであり、このメニューに従って申
請することを強制・限定するものではない。

算定メニューの位置づけ
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【A-ウ 災害減免による財政収入の減少】
1 災害による財政需要の増加又は財政収入の減少
2 連年の災害による財政収入の減少

【A-エ その他災害等に要する経費】
1 被災水産業者対策に要する経費
2 災害による被害農林漁業者等に対する経営資金等の利子補給及び損失補償に要する経費
3 東日本大震災への対応経費【H27財調（H23～27年度分）、28財調（H28年度分）】
4 熊本地震への対応経費【H28財調】

その他、上記に類する経費を含む、「災害等に要する経費」

【B-ア 災害等の未然防止に要する経費】
1 不発弾等の処理に要する経費
2 災害復旧事業等及び自然災害防止事業等の起債償還金（当該年度起債分）のうち、未然防止に要する経費
3 がけ地近接等危険住宅移転事業に要する経費
4 特殊地下壕対策事業に要する経費
5 災害拠点病院等が災害時における救急医療のために行う備蓄に要する経費
6 地域防災マネージャーの活用に要する経費
7 地震対策に要する経費のうち、未然防止に要する経費が多額
8 災害の画像情報を伝送するためのシステムの運営に要する経費のうち、未然防止に要する経費が多額

その他、上記に類する経費を含む、「災害等の未然防止に要する経費」

【B-イ 公害対策等緊急の環境改善に要する経費】
1 家畜伝染病対策に要する経費
2 渇水対策に要する経費
3 鉱害対策に要する経費
4 緩衝緑地造成事業に要する経費
5 石綿対策に要する経費の財源に充てるために借り入れた地方債の元利償還金
6 ダイオキシン類による環境の汚染の防止及びその除去に要する経費
7 地盤沈下対策に要する経費

8
アスベスト改修事業に要する経費 ※「アスベスト対策経費」（※H17年度再調整で一括算定）で算定済の経費を
除く

9 地下水の汚染対策に要する経費が多額
10 公害対策に要する経費が多額

その他、上記に類する経費を含む、「公害対策等緊急の環境改善に要する経費」

1 再生振替特例債の利子支払額
2 不法に処分された産業廃棄物に係る原状回復に要する経費
3 法人税割の精算に係る精算不能額
4 軽費老人ホームの運営に要する経費（利用料減免事業に係る経費）
5 計量法指定市町村となつたことによる商工行政費の増額
6 病院に要する経費
7 学校医等の公務災害補償に要する経費
8 防衛施設周辺の整備事業に要する経費
9 軌道撤去に要する経費

10
大気汚染対策緑地造成事業、産業廃棄物最終処分場一体緑地造成事業及び地球温暖化対策緑地建設事業に
要する経費

11 職員の海外派遣に要する経費
12 患者輸送車等に要する経費
13 高齢者保健福祉施策の推進に要する経費
14 病院事業に係る追加費用の負担に要する経費
15 海外研修生の受入れに要する経費
16 土地開発公社の経営の健全化に要する経費
17 自動車運送事業に係る共済追加費用に要する経費
18 多額な公債費負担
19 指定自立支援医療(更生医療に限る。)に係る費用の負担に要する経費
20 有床診療所に要する経費
21 不採算地区公的診療所等の助成に要する経費
22 コイヘルペスウイルス病対策に要する経費
23 第三セクター等改革推進債の利子支払額
24 医師の派遣を受けることに要する経費

25
不法に処分された産業廃棄物に係る原状回復に要する経費の財源に充てるために借り入れた地方債の元利償還
金

【B-ウ 地方交付税（市町村分）の算定対象であるが、都区財政調整においては普通交付金の算定
対象となっていない財政需要】
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26
地域の振興に資する事業を行う民間事業者等に対して金融機関との協調融資に要する経費に充てるために借り
入れた地方債の利子支払額等

27 スクールバス等に要する経費
28 地域の資源と資金を活用して地域における経済循環を創造する取組に要する経費
29 準用河川の改修等に要する経費

30
小学校又は中学校のプレハブ校舎の建設等に要する経費 ※P261「義務教育施設大規模改修」で算定済の経
費を除く

31 有害鳥獣の駆除に要する経費 ※P158「鳥獣被害対策事業費」で算定済の経費を除く
32 留学生支援に要する経費
33 特定の疾病対策に要する経費 ※P136「後天性免疫不全症候群対策費」で算定済の経費を除く
34 地方バス路線の運行維持に要する経費
35 包括外部監査契約に基づく監査に要する経費
36 個別外部監査契約に基づく監査に要する経費
37 中小企業対策に要する経費 ※P175「商工振興費」で算定済の経費を除く
38 病院事業の再編等の実施に伴う除却等に要する経費
39 浄化槽設置整備事業に要する経費
40 観光立国の推進に要する経費
41 農業共済事業に要する経費
42 公債費負担の計画的な適正化に要する経費
43 病院内保育所の運営に要する経費 ※P110「病児保育事業」で算定済の経費を除く
44 携帯電話等エリア整備事業に要する経費
45 地域力創造のための外部人材の活用に要する経費
46 指定暴力団対策に要する経費
47 傷病者の搬送・受入れに係る実施基準掲載医療機関に対する助成に要する経費
48 電気通信に関する施設の維持管理に要する経費
49 ラジオ難聴解消対策に要する経費
50 新型インフルエンザ予防接種に要する経費
51 分散型エネルギーインフラプロジェクトの推進に要する経費
52 多面的機能支払・環境保全向上対策に要する経費
53 小規模学童保育に要する経費
54 地域公共交通再編推進事業に要する経費
55 公共施設等運営権の設定の準備に要する経費
56 空き家対策に要する経費 ←29財調提案（不調）
57 権限の移譲により実施する事務に要する経費
58 大学等との連携による雇用創出・若者定着の促進に要する経費
59 移住・定住対策に要する経費
60 人口急増地域及び児童生徒急増地域であるため、特別の財政需要
61 交通安全対策に要する経費が多額であること。
62 青少年教育施設があるため、特別の財政需要があること。
63 博物館があるため、特別の財政需要があること。
64 公園等の観光地があるため、特別の財政需要があること。

65
外国の地方公共団体との友好協力関係の増進に係る事業、国際交流事業、在留外国人の急増対策、国際協力
事業その他の国際化対策に要する経費が多額であること。

66 ため池があるため、特別の財政需要
67 住宅新築資金等貸付事業に要する経費が多額
68 人権教育及び人権啓発に要する経費が多額
69 市町村の長又は議会の議員に係る特別選挙等があるため、特別の財政需要
70 子宮頸がん等（子宮頸がん・ヒブ・小児用肺炎球菌）ワクチン接種経費【H22、23財調】
71 保険年金に係る最高裁判決を受けた個人住民税の還付額【Ｈ23～27財調】
72 地方公務員災害補償基金特別負担金【H24財調】
73 不活化ポリオワクチン経費【H24財調】
74 子宮頸がん・ヒブ・小児用肺炎球菌ワクチンに要する経費（普通交付金との差額）【H25財調】
75 妊婦健康診査に要する経費（普通交付金との差額）【H25財調】
76 水痘・高齢者肺炎球菌ワクチンに要する経費【H26財調】

その他、上記に類する経費を含む、「地方交付税（市町村分）の算定対象であるが、都区財政調整においては普
通交付金の算定対象となっていない財政需要」

1 公金取扱手数料（コンビニ等収納経費）（国民健康保険、介護保険）【H19財調協議】
2 成人保健対策費（前立腺がん検診）【H20財調協議】
3 青少年対策費（姉妹都市・友好都市交流事業（国内））【H21財調協議】
4 健康づくり事業費（歯科医療連携推進事業・歯周疾患改善指導事業）【H24財調協議】
5 教職員福利厚生費【H24財調協議】
6 心身障害者（児）通所訓練事業費（通所授産グループ）【H25財調協議】
7 保育施設整備経費等補助事業費【H26財調協議】

【B-エ 特別区の需要としては普遍性がないとの理由により、普通交付金に算定されていない財政需
要】
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8 休日保育事業費【H26財調協議】
9 創業支援事業費【H26財調協議】
10 都市景観づくり事業費（景観アドバイザー派遣事業、景観教育・啓発事業）【H26財調協議】
11 資源化施設整備費【H27財調協議】
12 総合教育会議（教育大綱作成経費）【H28財調協議】
13 住民基本台帳整備費（コンビニ等交付）【H28財調協議】
14 デング熱対策事業費【H28財調協議】
15 公衆無線LAN環境整備費【H29財調協議】
16 健康診査（胃がんリスク検診）【H29財調協議】
17 自転車走行空間整備事業費【H29財調協議】
18 学校選択制関連経費【H29財調協議】
19 外国人英語指導員経費（小学校1、2年生分）【H29財調協議】
20 授産施設管理運営費【H26財調協議】
21 日本脳炎予防接種（H22年度分）【H23財調】
22 子ども・子育て支援新制度にかかる経費【H27財調】
23 風しん抗体検査にかかる経費【H27財調】

その他、上記に類する経費を含む、「特別区の需要としては普遍性がないとの理由により、普通交付金に算定され
ていない財政需要」

1 緊急経済対策事業（原油高対応、緊急融資分、雇用対策等）【H20財調】
2 妊産婦健康診査費（妊婦健診6～14回分）【H20財調】
3 住民税フラット化に伴う所得変動による住民税の歳出還付金【H20財調】

その他、上記に類する経費を含む、「その他特別の需要」

【C-ウ その他特別の需要】
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● 概 要

● 主張内容

(※)シミュレーション等の内容

● 概 要

● 主張内容

・

・ 財調基金が枯渇した状況においてこのような事態が発生した場合、発生初年度におい
て、年度途中の大幅な減収に対応できないことが想定しうる。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ６８ その他 ―

事業名 減収補填対策

年度途中の調整税の減収について、一般の市町村が採りうる減収対策に見合う対応策を検討
する。

・ 実際に起こりうる事態を想定したシミュレーション(※)を行った結果、リーマンショック
級の経済危機や激甚災害が発生した場合、発生初年度において、年度途中の大幅な減収に
対応できないことが想定しうることが明らかになったことから、一般の市町村が採りうる
減収対策に見合う対応策を特別区が講じられるよう、早急に検討を進めることを求める。

・ 特別区が、一般の市町村と同様の減収補填対策が可能と仮定した場合、リーマン
ショックの影響が表面化した平成21年度のケースでは、600億円規模の減収補填債を発
行できる想定になる。しかしながら、特別区は減収補填債を十分に活用できなかった
こともあり、財調基金取崩し等により対応した経緯がある。

・ 一方、実際に起こりうる事態の想定として、リーマンショック級の経済危機が発生し
た場合と、激甚災害が発生した場合とで、特別区における初年度の影響額を試算した
ところ、それぞれ1,500億円、1,400億円規模の減収が想定されることが明らかになっ
た。

―
比例費 ― ―

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 ― ―
― ―

No ６９ その他 ―

事業名 都市計画交付金

都区の都市計画事業の実施状況に見合った配分となるよう抜本的に見直す。

都市計画交付金について、都区の事業実態に見合った配分となるよう規模を拡大するとと
もに、対象を全ての都市計画事業に広げる等の抜本的な見直しを求めていく。

・ 都区の都市計画事業の実施状況を明らかにすることに加え、都市計画税の使途の明確化を
図る観点から、都市計画税の充当事業の詳細や、都が市町村事務として行う都市計画事業
の実施状況について提示を求めていく。

・ 引き続き財調協議での議論を求めていくとともに、あらゆる機会を通じて主張していくこ
と、また財調協議とは別に、都市計画税に係る協議体を都区協議会の下に設置することを
求めていく。

―
比例費 ― ―

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 ― ―
― ―
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● 概 要

● 主張内容

児童相談所関連経費の都から区への財源移譲方法について

当面発生する準備経費の取り扱いについて

・ 現時点で、当面発生する準備経費について、特別区として標準的な財政需要を設定するこ
とは技術的に困難である。また、その多くが単発で発生する経費であり、特別の需要に該
当すると考えられることから、当面の間、特別交付金で算定されるべきであることを主張
していく。

平成３０年度都区財政調整区側提案事項説明メモ（区）

No ７０ その他 ―

事業名 児童相談所関連経費

基準財政需要額に算定した上で、移管される事務の規模に応じて配分割合を変更するととも
に、当面発生する準備経費については特別交付金で全額算定する。

・ 特別区の財源保障制度として都区財調制度が位置づけられているため、特別区が政令の定
めにより児童相談所を設置した場合の関連経費については、都区財調の基準財政需要額に
算定されるべきものであることを主張していく。

・ そのうえで、児童相談所関連の事務が都から区に移される役割分担の変更であることか
ら、その規模に応じて都区財調の配分割合の変更をすべきであることを主張していく。

―
比例費 ― ―

・ 算定にあたっては、設置時期により不公平が生じないようにするため、算定区分及び交付
率（２／２）は統一することを求めていく。

標準区一般財源所要額（円） 23区合計額（百万円）

区分 現 行 改定案 現 行(A) 改定案(B) 影響額(B-A)

固定費 ― ―
― ―
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平成30年度都区財政調整協議会幹事会協議日程（案）

12／4（月） 12／5（火） 12／13（水） 12／中旬 12／25(月) 1／5（金） 1／9（火）

協議会① 幹事会① 幹事会② 幹事会③ 幹事会④ 幹事会⑤ 協議会②

● ● ● ●

● ▲ ▲

● ● ● ●

● ●

● ● ▲ ▲

● ● ▲ ▲

● ● ▲ ▲

● ▲ ▲

● ▲ ▲

● ▲ ▲

● ▲ ▲

● ▲ ▲

● ▲

● ●

●

財源見通し
（財源対策・区側提案の見直し含む）

国民健康保険事業助成費
（国保制度改革）

清掃費の見直し

児童相談所関連経費

29再調整

保育所等の利用者負担の見直し

認可外保育施設等保護者負担軽減事業費・保
育従事職員宿舎借り上げ支援事業費

特別区債（道路改良）の見直し・【態容
補正】道路・橋りょうの新設等

投資的経費に係る工事単価の見直し

都区財政調整協議上の諸課題
（特別交付金、減収補填対策、都市計
画交付金）

提 案 事 項 備 考

都側提案事項

区側提案事項

都区間の財源配分に関する事項

特別区相互間の財政調整に関する事項

算定内容の適正化等

凡例
●…取扱が確定している項目
▲…取扱が未確定の項目
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